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略 語 正式名称 日本語 

ACCESS Applied Centre for Climate and Earth 

Systems Science 

気候地球システム科学応用センター 

AMED Japan Agency for Medical Research and 

Development 

国立研究開発法人 日本医療研究開

発機構 

ARC Agricultural Research Council 農業研究評議会 

C/P Counterpart Personnel カウンターパート 

CSIR Council for Scientific and Industrial 

Research 

南アフリカ科学・工学研究評議会 

DST Department of Science and Technology （南アフリカ）科学技術省 

DOH Department of Health （南アフリカ）保健省 

GIS Geographical Information System 地理情報システム 

GPS Global Positioning System 全地球測位システム 

iDEWS （Climate Prediction-based）infectious 

Diseases Early Warning System 

（気候予測に基づいた）感染性疾患

流行早期警戒システム 

IHR International Health Regulation 国際保健規則 

IRS Indoor Residual Spraying 殺虫剤屋内残留噴霧 

JAMSTEC Japan Agency for Marine-Earth Science 

and Technology 

国立研究開発法人 海洋研究開発機

構 

JCC Joint Coordinating Committee 合同調整委員会 

JICA Japan International Cooperation Agency 独立行政法人 国際協力機構 

JST Japan Science and Technology Agency 科学技術振興機構 

LAMP Loop-mediated Isothermal Amplification LAMP 法 

LDOH Department of Health-Limpopo リンポポ州保健局 

LDOH-Malaria Department of Health-Limpopo, Malaria 

Control 

リンポポ州保健局（マラリア予防対

策センター） 

MM Minutes of Meeting 協議議事録 

MOU Memorandum of Understanding 了解覚書* 

NDMC National Disaster Management Centre 国家災害管理センター 

NEKKEN Nagasaki University Institute of Tropical 

Medicine 

長崎大学熱帯医学研究所 

NGO Non-Governmental Organizations 非政府組織 

NICD National Institute for Communicable 

Diseases 

国立伝染病研究所 

ODA Official Development Assistance 政府開発援助 

OVIs Objectively Verifiable Indicator (s) （プロジェクト目標や成果達成度測

定のための）指標 

 
* 他の JICA 技術協力プロジェクトにおける討議議事録（Record of Discussions：R/D）に相当。 



 

略 語 正式名称 日本語 

PCM Project Cycle Management プロジェクト・サイクル・マネジメ

ント 

PDM Project Design Matrix プロジェクト・デザイン・マトリッ

クス 

SADC Southern African Development 

Community 

南部アフリカ開発共同体 

SAMRC South African Medical Research Council 南アフリカ医学研究評議会 

SATREPS Science and Technology Research 

Partnership for Sustainable Development 

地球規模課題対応国際科学技術協力 

SAWS South African Weather Service 南アフリカ気象サービス 

SOP Standard Operating Procedure 標準操作手順書 

TICAD Tokyo International Conference on African 

Development 

アフリカ開発会議 （アフリカ開発に

おける東京国際会議） 

TMI Tzaneen Malaria Institute ザニンマラリア研究所 

UCT University of Cape Town ケープタウン大学 

UL University of Limpopo リンポポ大学 

UP University of Pretoria プレトリア大学 

UV University of Venda ヴェンダ大学 

UWC University of the Western Cape 西ケープ大学 

WHO World Health Organization 世界保健機関 

WRF Weather Research and Forecasting 領域気象モデル 

ZAR Zuid-Afrikaans Rand 南アフリカランド 
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中間評価調査結果要約表 
 

１．案件の概要 

国名：南アフリカ共和国 案件名：南部アフリカにおける気候予測モデルをもとにした

感染症流行の早期警戒システムの構築プロジェクト 

分野：保健医療 援助形態：技術協力プロジェクト 

（地球規模課題国際科学技術協力） 

所轄部署：人間開発部 

保健第一グループ 

保健第二チーム 

協力金額：2 億 9,000 万円 

協力期間 （R/D）： 

2014 年 5 月 12 日〜

2019 年 5 月 11 日 

先方関係機関：科学技術省（DST）、保健省（DOH）、気候地

球システム科学応用センター（ACCESS）、南アフリカ医学研

究評議会（SAMRC）、南アフリカ科学・工学研究評議会

（CSIR）、国立伝染病研究所（NICD）、南アフリカ気象サー

ビス（SAWS）、リンポポ州保健局（LDOH）、リンポポ州保健

局（マラリア予防対策センター）（LDOH-Malaria）、ケープタ

ウン大学（UCT）、リンポポ大学（UL）、プレトリア大学（UP）、

ヴェンダ大学（UV）、西ケープ大学（UWC） 

日本側協力機関：長崎大学熱帯医学研究所（熱研）、国立研

究開発法人 海洋研究開発機構（JAMSTEC） 

他の関連協力：該当なし。 

１－１ 協力の背景と概要 

マラリアや下痢症、肺炎などの感染性疾患は、気候の変動、具体的にはラニーニャ現象など

の大気海洋相互作用や気温・降雨量などの季節変動の影響を受ける可能性があることが示唆さ

れている。南アフリカ共和国（以下、「南アフリカ」と記す）を含む南部アフリカ地域ではこ

のような感染性疾患の危険に常にさらされている。しかしながら、気候変動と感染性疾患の発

生との関係が強く示唆されていながら、その具体的な相関関係が科学的に証明されることがな

かったため、気候に基づく感染症流行予測を用いた対策は今日まで実現していない。 

他方、地球規模課題対応国際科学技術協力（Science and Technology Research Partnership for 

Sustainable Development：SATREPS）の枠組みで実施された JICA 技術協力「気候変動予測とア

フリカ南部における応用プロジェクト」（2010-2013）は、南アフリカと日本の研究機関の共同

研究により、精度の高い気候変動予測システム（SINTEX-F）を開発した。「南部アフリカにお

ける気候予測モデルをもとにした感染症流行の早期警戒システムの構築プロジェクト」（以下、

「本プロジェクト」と記す）は、先のプロジェクトで開発した気候変動予測システムの予測性

能を更に高めるとともに、特にマラリア、下痢性疾患及び肺炎について気候変動に基づく感染

性疾患流行早期警戒システム（infectious Diseases Early Warning System：iDEWS）の構築と運用

性の検証を目的とし、SATREPS の枠組みで 2014 年 5 月に開始された。 

今回実施の中間レビュー調査は、南アフリカ側関係機関と合同で本プロジェクトの目標達成度

や成果等を分析するとともに、プロジェクトの残り期間の課題及び今後の方向性について確認

し、合同中間レビュー報告書に取りまとめ、関係者間で合意することを目的として実施された。 
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１－２ 協力内容 

（1）プロジェクト目標 

南部アフリカへの適用に向けた先駆けとして、感染症対策のための気候予測に基づいた

早期警戒システムモデルが確立される。 

 

（2）成果 

1） 特にマラリア、肺炎、下痢症について、気候に基づいた感染症流行予測モデルが開発

される。 

2） 気候予測に基づいた感染性疾患流行早期警戒システム（iDEWS）の運用指針がリンポ

ポ州で策定される。 

3） iDEWS の予測性能と運用性が実証される。 

 

（3）投入（評価時点） 

1） 日本側 

・専門家派遣：長期専門家 2 名（疫学・医用昆虫学、業務調整）（42 人/月）、短期専門

家合計 14 名（13.8 人/月） 

・機材供与：自動気象観測装置、顕微鏡や人工環境装置、マラリア診断装置などの研究

機器、解析用パーソナルコンピュータ、解析用ソフトウェアなど 

・ローカルコスト負担：約 1,203 万 5,000 円 

・外国人研究員の招へい：合計 12 名（研究打合せ、シンポジウム参加・発表など） 

・本邦研修：合計 3 名（統計学的解析手法など） 

2） 南アフリカ側 

・カウンターパート（Counterpart Personnel：C/P）配置：合計 46 名（ACCESS：1 名、

SAMRC：12 名、CSIR：6 名、NICD：1 名、SAWS：6 名、LDOH：1 名、LDOH-Malaria：

2 名、UCT：3 名、UL：6 名、UP：2 名、UV：4 名、UWC：2 名） 

・施設及び資機材：CSIR 及び LDOH-Malaria 内プロジェクト事務所スペース、LDOH- 

Malaria 内実験スペース、南アフリカ国内の全プロジェクト参画機関の既存の機器、プ

ロジェクトに関係する利用可能なデータ、情報及び検体、CSIR 内テレビ会議システム

の使用 

・ローカルコスト負担：リンポポ州でのフィールド調査経費、入院患者情報データベー

ス化のための経費、南アフリカ側 C/P 国内旅費・交通費、プロジェクト活動に必要な

消耗品、プロジェクト事務所水道光熱費、研究機器や試薬など本邦調達物品の輸入通

関費など 

２．評価調査団の概要 

調査者 担当分野 氏 名 所 属 

団長・総括 金井 要 JICA 人間開発部 技術審議役 

協力企画 内山 咲弥 JICA 人間開発部 保健第一グループ  

保健第二チーム 職員 

評価分析 井上 洋一 ㈱日本開発サービス 調査部 主任研究員 
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 感染症対策

研究 

渡邉 治雄 AMED 国際事業部 医療分野国際科学技術共同研究

開発推進事業 プログラムオフィサー 

国際医療福祉大学大学院 教授 

 計画・評価 石井 克美 AMED 国際事業部 国際連携研究課 主幹 

調査期間 2016 年 9 月 19 日〜2016 年 10 月 4 日 評価種類：中間レビュー 

３．評価結果の概要 

３－１ 実績の確認 

（1）成果 1 

JAMSTEC は CSIR と協力しながら、海氷を考慮した高解像度化した新型の大気−海洋結

合モデルを用いた短期気候変動予測システム（SINTEX-F2）の開発に成功し、南部アフリ

カの気候予測の精度が大幅に向上した。また、SINTEX-F2 による地球規模季節予測情報の

局地的高解像度化（ダウンスケーリング：約 10km2 程度）にも成功している。 

他方、感染症流行予測モデル開発に関しては、マラリアに関してはおおむね順調である

が、肺炎及び下痢症については、病院データのデータベース化が当初計画より大幅に遅れ

ていることから、流行予測モデル開発が開始できていない。しかしながら、プロジェクト

は肺炎、下痢症ともに気象データ（気温及び降水量）と一定の相関関係があることを示唆

する予備試験結果を得ており、中間レビュー以降のモデル開発研究を加速させ、2017 年 3

月頃をめどにすべての感染症流行予測モデルの開発を終了する予定である。 

 

（2）成果 2 

プロジェクトの前半は、成果 1 の下で iDEWS の基礎となる研究成果の創出に南アフリ

カ側、日本側とも注力してきた。プロジェクトの 2 年目頃からは iDEWS 準備委員会の設

立に向けた準備を徐々に開始したが、LDOH で本プロジェクトの窓口となる人材の異動等

により、中間レビュー時点では委員会設立に向けた最終的な準備を進めているところであ

る。しかしながら、委員会の運用規約が作成されており、メンバーが確定でき次第、プロ

ジェクトは iDEWS 準備委員会の下で運用指針の完成に向けて活動を加速する予定である。 

 

（3）成果 3 

現時点では具体的な iDEWS 開発に向けた活動はリンポポ州で開始されておらず、中間

レビュー以降はより綿密なプロジェクト進捗管理の下でプロジェクト活動が加速される

必要がある。 

他方、指標の達成状況に示したとおり、隣国への iDEWS 適用も視野に入れた協力の可

能性についてモザンビークの関係当局と協議が開始されている。また、国内の他州への

iDEWS 適用を念頭に、プロジェクトは適用性検証のための他州の対象 3 疾患のデータの収

集を MRC 主導で開始している。 

 

（4）プロジェクト目標 

本プロジェクトでは中間レビューまでに既に気候変動予測モデル開発、感染症流行予測

モデル開発で合計 14 報の学術論文を発表しており、今後も多くの論文が発表されること

が見込まれている。このことは、SATREPS として研究成果を創出する目的にかなうだけで
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なく、間接的に両国の研究機関の研究能力の向上を示唆するものである。 

プロジェクト期間前半は、主に「研究」活動を主体とした技術面の確立が活動の中心で

あったが、中間レビュー以降はリンポポ州内での iDEWS 運用指針の作成や予測性能・運

用性の確認、他州や隣国への展開のための iDEWS パッケージ化など、研究成果の社会実

装のための活動が中心となる。そのため、プロジェクト活動ではユーザーとなる LDOH 等

南アフリカ側行政機関の強いリーダシップやオーナーシップが発揮されることが必要で

あり、同時に、6 カ月程度の遅れも認められることから、プロジェクト期間終了までにモ

デルの開発を 3 つの対象疾患すべてで達成するためには、厳格な進捗管理を行うことが求

められる。 

 

３－２ 評価結果の要約 

（1）妥当性 

プロジェクトの妥当性はこれまで高く維持されている。 

南アフリカを含む南部アフリカ諸国では感染症は依然として脅威であり、下痢症及び肺

炎は南アフリカにおける 5 歳未満児死亡の上位 2 原因である。マラリアについては他の南

部アフリカ諸国と比べるとよく制御されているが、モザンビークやジンバブエなどのマラ

リア浸淫国に国境を接している南アフリカ北東部、特に本プロジェクトの対象地域である

リンポポ州は依然としてマラリア感染リスクにさらされている。 

南アフリカにおいて感染症対策の強化は「戦略計画 2015-2010」のなかで国家プログラ

ム「一次医療サービス」に位置づけられ、感染症サーベイランスシステムの強化や国際保

健規則（International Health Regulation：IHR）に沿った公衆衛生上の緊急事態への備えと

対応能力強化を推進するとしている。また、南アフリカ政府は日本との科学技術協力の実

施を重視しており、2014 年に南アフリカ科学技術省（Department of Science and Technology：

DST）と在南アフリカ日本大使館が共同で発表した“South Africa-Japan Cooperation in 

Science and Technology”のなかでも南アフリカでの科学技術協力における JICA の重要性や

SATREPS の役割などが明記されるとともに、本プロジェクトの内容も紹介されている。 

他方、WHO は地球温暖化などの気候変動が感染症など人の健康に対する影響について

対策の必要性を明確に示している。特に“WHO Global Programme on Climate Change & 

Health”（2016）のなかで気候変動と健康に関する科学的根拠を得ることの重要性を示して

いる。したがって、本プロジェクトを通じて気候変動とマラリア、肺炎、下痢症との相関

関係や気候変動に基づいた感染症流行予測モデルの開発、予測情報に基づく行政的な対応

などに関する科学的分析は、このような国際的要求にもかなうものと考えられる。 

 

（2）有効性 

中間レビュー調査時点でのプロジェクトの有効性はおおむね高い。 

気候変動予測モデルの開発については、SINTEX-F に南極の海氷の影響を考慮した改良

を加えたことにより短期気候予測システムの高度化（SINTEX-F2 の開発）に成功した。

SINTEX-F2 の開発は気候変動予測モデル開発の分野では、1 つのブレイクスルーといえる

成果と考えられる。他方、感染症流行予測モデル開発については、マラリアでは順調に進

捗しているが、肺炎や下痢症については紙ベースの病院入院情報の電子化とデータベース
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化に遅れが生じており、中間レビュー時点でモデル開発に至っていない。しかしながら、

プロジェクトはデータベース化が完了できれば、マラリアでのモデル開発のノウハウを活

用して肺炎及び下痢症の流行予測モデル開発は比較的短期間で実施できることを見込ん

でいる。 

中間レビュー以降は、少なくとも数カ月の予測期間で一定の予測精度を保証するような

気候予測モデルと感染症流行予測モデルの連結のための研究が速やかに進められること

が見込まれており、気候変動に基づいた感染症流行モデル開発にかかわる研究成果も学術

誌に多く投稿されることが期待される。また、このように数多くの学術論文が国際誌に掲

載されたことは、南アフリカ・日本国側双方の研究機関の機能強化や研究者の能力強化を

間接的に証明していると考えられる。 

 

（3）効率性 

予期しない外部要因により一部の研究活動に遅延が生じたため、中間レビュー時点での

プロジェクトの効率性は中程度である。 

JICA 長期専門家の着任や南アフリカ側研究機関間了解覚書（ Memorandum of 

Understanding：MOU）署名の遅れにより、プロジェクトの本格的な開始が遅れた。また、

南アフリカ側の病院入院データのデータベース化のための予算が利用できるようになる

のが 2016 年に入ってからとなったため、肺炎及び下痢症の流行予測モデル開発が中間レ

ビュー時点で開始されておらず、おおむね半年～1 年程度の遅延と考えられる。また、

iDEWS 準備委員会の設立も LDOH の主要なメンバーの異動等により中間レビュー時点で

メンバーの最終化を行っている段階である。本プロジェクトも当初予定から約半年程度の

遅延である。 

中間レビュー以降は肺炎及び下痢症の流行モデル開発を加速させるとともに、気象予測

モデルと感染症流行モデルの連結作業と予測期間及び予測精度の検証などの研究活動に

並行して、いよいよリンポポ州においてこれら研究成果の社会実装（iDEWS 運用指針の作

成や運用性の検証など）へとプロジェクト活動はシフトする。つまり、プロジェクトの実

施者もこれまでの研究者に加え、リンポポ州の行政組織が主体的に活動することとなる。

また、iDEWS は将来的には感染症サーベイランスや災害対策のメカニズムに組み入れられ

ることを念頭においていることから、iDEWS 適用に向けたプロジェクト活動は南アフリカ

の法的・倫理的基準に沿って実施される必要がある。以上のことから、中間レビュー以降

はより厳密な進捗管理、成果管理を行うことが強く求められる。 

 

（4）インパクト 

プロジェクトの実施によって、以下に示す正のインパクトが確認または期待されてい

る。 

SATREPS は研究成果の社会実装を強く意識した事業であり、プロジェクト目標にも「南

部アフリカへの適用に向けた先駆けとして」と、感染症対策のための気候予測に基づいた

早期警戒システムモデルが、プロジェクト期間終了後に南アフリカの自助努力によって他

地域に適用されることを念頭においている。しかしながら、南アフリカの他州や隣国への

適用を実現するには、プロジェクト期間内で iDEWS が行政システムの一部として機能す
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ることを証明することが必要であるとともに、他地域への適用に向けたリソース分析（人

材、コスト、時間など）と運用指針も含めたパッケージ化を完了することが必要である。

中間レビュー時点ではプロジェクト全体としておよそ半年程度の遅延が認められており、

厳密な進捗管理、成果創出管理の下で、プロジェクト活動を加速させる必要がある。 

このほか、プロジェクトを通して確認、期待される正のインパクトとして、①南部アフ

リカの降水量の 10 年規模変動とマラリア患者数の関連、②データベース化された病院入

院データの他の研究への活用、③ザニンマラリア研究所（Tzaneen Malaria Institute：TMI）

の機能強化、が挙げられる。 

 

（5）持続性 

プロジェクトによって生み出された便益の自立発展、自己展開は中間レビュー時点にお

いても一定程度見込まれる。 

1） 政策的・制度的側面 

南アフリカにおいて気候変動予測モデルや感染症流行予測モデル開発の技術力を高

めながら、関連した研究成果に基づいた（根拠に基づく）感染症対策を行うことの政策

的重要性はプロジェクト期間終了までのみならず、終了以降も継続することが強く見込

まれるため、本プロジェクトの政策的持続性は中間レビュー時点においても一定程度期

待できる。ただし、プロジェクトは iDEWS を行政システムの一部として運用すること

を念頭に、保健省（Department of Health：DOH）や国家災害管理センター（National Disaster 

Management Centre：NDMC）などの国家機関や法律顧問の助言を得ながら、慎重に制度

化に向けた活動を実施することが求められる。 

2） 財政的側面 

上述のとおり iDEWS が感染症サーベイランスシステムや災害対策メカニズムの一部

となれば、行政システムとして継続運営のための予算は担保されることが見込まれる。

また、プロジェクトは iDEWS が将来的には南アフリカの他州や隣国で適用されること

を念頭においていることから、プロジェクト活動の一部として運用コスト分析なども含

めたパッケージ化を行うこととしていることから、継続運営のための予算計画に必要な

情報はプロジェクトより提供される予定になっている。 

3） 技術的側面 

iDEWS に関する技術的持続性に関しては、州もしくは国の行政システムの一部として

の運用を念頭においていることから、一定の持続性は担保されるはずである。しかしな

がら、そのためには、リンポポ州の行政組織等の機能や役割、医療環境も考慮に入れた

実現可能性の高い運用規定を作成することが求められる。 

 

３－３ 効果発現に貢献した要因 

（1）計画内容に関すること 

特になし。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

本プロジェクトには実施機関だけで非常に多くの機関（合計 15 機関）が参加している
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が、気候変動予測モデル開発にかかわる研究グループ、感染症流行予測モデル開発にかか

わる研究グループともに、email や電話などを通して頻繁に連絡、協議等が行われている。

このことは遠く離れた南アフリカと日本で共同研究が順調に実施され、上述したような研

究成果が得られたことの一因と考えられる。 

 

３－４ 問題点及び問題を惹起した要因 

（1）計画内容に関すること 

特になし。 

 

（2）実施プロセスに関すること 

南アフリカ側のある実施機関は学生等に対する人材育成等に関しては大きなコミット

メントがなされたが、諸事情により分担されていたある研究活動が主体的に実施されず、

南アフリカに駐在する日本人研究者（JICA 専門家）が代わりに実施することによって、プ

ロジェクトの進捗に対する負の影響を回避することができた。 

本件は、同機関からプロジェクトに対して必要な投入が実施されなかったとの観点か

ら、本プロジェクトの効率性を一定程度阻害したと考えられる。 

 

３－５ 結論 

本プロジェクトは南アフリカ・日本国側双方の共同研究により科学的に重要な知見を生んで

おり、その成果によってマラリア、下痢、肺炎の感染症対策に貢献することが期待される。 

中間レビュー時点にて、妥当性と有効性は高く評価できる。妥当性は、南アフリカ・日本の

科学技術政策及び感染症サーベイランスシステムの強化や IHRに沿った公衆衛生上の緊急事態

への備えと対策能力強化といった南アフリカ保健省政策に合致している。有効性は、感染症予

測モデルはマラリアで順調に開発されており、下痢症や肺炎においても関係者の協力の下、デ

ータが整理され気候との関係が解析されつつある。 

効率性については中間レビュー時点では、外部要因により当初の予定より遅れがみられる活

動が確認されたが、関係者の努力により研究の遅れは取り戻されつつあり、中程度であると考

えられる。また、持続性については、プロジェクトによって生み出された便益の自立発展や広

域展開は中間レビュー時点においても一定程度見込まれる。また、プロジェクトは学術的な成

果に加え、特に南アフリカ・日本国側双方の若手研究者や学生の人材育成に大きな成果を生み

出している。 

なお、南アフリカと日本の研究機関の共同研究において、特に新規開発した短期気候変動予

測システム（SINTEX-F2）を用いた研究から、以下のような重要な科学的知見を得ている。①

南部アフリカ地域の降水量は季節変動や年々変動だけではなく、10 年規模でゆっくり変動して

おり、②この変動が南太平洋から南インド洋に東進する海面気圧と海面水温の 10 年規模変動

と強く相関していることが明らかとなった。③これに関連し、リンポポ州でのマラリア患者数

はモザンビーク南部及びジンバブエ南部の降水量と 3 カ月のラグで正の相関が認められた。④

また気候と下痢症の関連性に関する初期的な解析から、iDEWS が下痢症に対して適用できる可

能性を示した。 
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３－６ 提言（当該プロジェクトに関する具体的な措置、提案、助言） 

（1）iDEWS の開発について 

・中間レビュー以降は研究成果の社会実装（気候予測に基づいた iDEWS を感染症対策実

用モデルとしてリンポポ州内で確立）のための活動が中心となる。iDEWS はリンポポ州

もしくは南アフリカの感染症サーベイランスシステムや災害対策メカニズムなど既存

の行政システムの一部として運用されることが想定されることから、DOH や NDMC、

法律顧問などの外部アドバイザーの協力を得て、LDOH、LDOH-Malaria、TMI 及び南ア

フリカ及び日本の研究機関は iDEWS 準備委員会として適切な協力関係を構築していく

こと。 

・南アフリカの他州や隣国への適用に向けて iDEWS のパッケージ化を行う際には、リン

ポポ州での試験運用に基づく iDEWS 運用のためのコスト（人、物、金、時間）につい

ても分析を行うこと。 

・警報発令基準の設定、予測情報に基づいた行政対応、システム運用の責任機関などは疾

患ごとに異なる。また、疾患の原因となる病原体によって予防対策方法や治療などの対

応が異なることも想定される。したがって、プロジェクトは iDEWS 運用指針作成に感

染症サーベイランス・レスポンスに十分な知識・経験を有した専門家の追加投入も検討

すること。 

 

（2）肺炎と下痢症に関する iDEWS の開発について 

・肺炎及び下痢症に関しては、病院入院患者データベース構築の遅れにより、プロジェク

ト工程に 6 カ月～1 年程度の遅れが認められることから、プロジェクト期間終了までに

モデルの確立を 3 つの対象疾患すべてで達成するためには、厳格な進捗管理を行うこと。 

・両疾患の発生率は気候との相関関係が認められている。また、南アフリカではマラリア

に比して圧倒的に患者数や死亡者数が多いため、iDEWS を構築することについて一定の

意義は認められる。しかしながら、疾患の種類や原因によって予防対策や治療法は異な

るため、関係者間で両疾患をどのように定義するかについて共通理解を醸成すること。

また、流行情報に基づいた具体的対応について、当該分野の専門家の協力も得ながら、

エビデンスに基づき、リンポポ州の環境も考慮して慎重に iDEWS 準備委員会で協議を

行うこと。 

 

（3）持続性の確保 

・「気象に基づいた感染症流行予測モデル」を構成する「気象予測モデル」「感染症流行予

測モデル」はともに複数のモデルが開発されているが、それらモデルはプロジェクト期

間終了までに南アフリカ側研究機関に引き渡され、プロジェクト期間終了後は南アフリ

カ側でモデルの微修正を含めて維持・管理が継続されることが必要となる。プロジェク

ト終了後も iDEWS が南アフリカで継続的に活用されるためには、その際にモデルの引

き継ぎを念頭に統合や簡素化も含め、プロジェクト期間終了後のシステム維持に向けた

具体的な検討を開始すること。 

・共同で研究を実施していくことにより南アフリカ側研究者の人材育成を継続すること。

また、中間レビュー以降は iDEWS 開発のためのプロジェクト活動を通じて、プロジェ
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クトはリンポポ州における感染症サーベイランスシステムの強化のための人材育成も

可能な限り実施すること。感染症サーベイランス情報の精度向上は、感染症流行予測モ

デルの予測精度向上にも貢献する。 

 

（4）他州や隣国への適用に向けた気候に基づく感染症流行予測モデルの適用可能性の検証 

・本プロジェクトは南アフリカ内だけでなく、南部アフリカ諸国に対する iDEWS の適用

も視野に入れている。既にリンポポ州と国境を接するモザンビークの関係当局と協議が

開始されているが、プロジェクトは利用可能なデータ等を活用し、他国または国内の他

州への適用可能性について検証すること。 

 

３－７ 教訓（当該プロジェクトから導き出された他の類似プロジェクトの発掘・形成、実施、

運営管理に参考となる事柄） 

（1）本プロジェクトは SATREPS の枠組みで実施されており、プロジェクトで生み出された

研究成果を社会実装することを強く意識している。実際に、プロジェクトの前半は iDEWS

の基礎となる研究成果の創出に重点がおかれ、後半ではそれらを基に対象州での iDEWS

適用を行うことが予定されている。 

具体的には、本プロジェクトは協力期間内に研究成果（iDEWS）の社会実装に向けた運

用性や適用性の検証を実施することを計画しており、それに伴ってプロジェクトの実施も

研究機関に加えて iDEWS のユーザーである行政機関（DOH や州保健局、NDMC など）が

主体的にプロジェクトを実施する必要がある。しかしながら、本プロジェクトのデザイン

の段階（詳細計画策定調査時）に DOH や州保健局との緊密な協力関係の構築の必要性が

事前評価表で指摘されていたが、中間レビュー調査時点ではそれらの機関を中心に構成さ

れる iDEWS 準備委員会の組織化に想定以上の時間と労力を要し、プロジェクトの遅延の

一因となっている。 

これまでの期間でプロジェクトから得られる教訓としては、プロジェクトの協力期間の

なかで研究成果の社会実装に向けた具体的な準備活動をプロジェクト活動に含むことは

SATREPS の原則に沿うものであるが、研究者ではない研究成果のユーザー（行政組織等）

による社会実装に向けた研究成果の検証等をプロジェクト活動の一部とする場合は、プロ

ジェクトは実際の検証作業が開始される前にしっかりとした協力関係、実施体制を構築で

きるよう、進捗管理を厳密に行うことが必要である。 
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Evaluation Summary 
 

1. Outline of the Project 

Country: the Republic of South 
Africa 

Project Title: the Project for Establishment of an Early-Warning 
System for Infectious Diseases in Southern Africa incorporating 
Climate Predictions 

Issue/Sector: Healthcare and 
medical treatment 

Cooperation Scheme: Technical Cooperation Project (Science 
and Technology Research Partnership for Sustainable 
Development: SATREPS) 

Division in charge: Health Team 
2, Health Group 1, Human 
Development Department 

Total Cost： Approx. 290 million JPY 

 
 
Period of 
Cooperation 

(R/D):  
12/May2014 
-11/May/2019 

Partner Country’s Implementing Organization: the Department 
of Science and Technology (DST); the Department of Health 
(DOH); the Applied Centre for Climate and Earth Systems 
Science (ACCESS); the South African Medical Research 
Council (MRC); the Council for Scientific and Industrial 
Research (CSIR); the National Institute for Communicable 
Diseases (NICD); the South African Weather Service (SAWS); 
the Department of Health-Limpopo (DOHL); the Department of 
Health-Limpopo, Malaria Control (DOHL-Malaria); the 
University of Cape Town (UCT); the University of Limpopo 
(UL); the University of Pretoria (UP); the University of Venda 
(UV); and the University of the Western Cape (UWC) 
Supporting Organization in Japan: the Nagasaki University 
Institute of Tropical Medicine; and the Japan Agency for 
Marine-Earth Science and Technology (JAMSTEC) 
Other Related Projects: not applicable 

1-1. Background 

It is suggested that the epidemic of certain infectious diseases such as malaria, diarrhea and 

pneumonia can be affected by climate variability, in particular, air-sea interactions such as La Niña 

effect, seasonal variability of ambient temperature and precipitation. Southern African countries 

including the Republic of South Africa (hereinafter referred to as “South Africa”) are being subject to 

danger of the said infectious diseases. As was just described, the relationship between climate 

variability and the incidence of infectious diseases is strongly suggested; nevertheless, its concrete 

correlative relationship has not been scientifically proven. For this reason, climate-based infectious 

disease epidemic prediction has not been used for practical measures for infectious diseases control 

to this date. 

On the other hand, a climate variability prediction system with high prediction accuracy (SINTEX-F) 

was developed through the collaborative research of the South African and Japanese research 

institutes with the support of a former JICA’s technical cooperation entitled “the Project for 

Prediction of Climate Variations and its Application in the Southern African Region” (2010–2013), 

which was implemented under the scheme of the Science and Technology Research Partnership for 

Sustainable Development (hereinafter referred to as “SATREPS”). On the basis of the said project, 

“the Project for Establishment of an Early-Warning System for Infectious Diseases in Southern Africa 

incorporating Climate Predictions” (hereinafter referred to as “the Project”) is launched in May 
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2014 under the scheme of SATREPS, aiming to further improve the prediction skill of the SINTEX-F, 

followed by the establishment and subsequent operability verification of climate variability-based 

infectious disease early-warning systems (hereinafter referred to as “iDEWS”), especially for malaria, 

diarrheal diseases and pneumonia. 

The Joint Mid-term Review will be conducted jointly with authorities concerned of the South African 

side to review performance and achievements of the Project, and to provide recommendations to offer 

solution against current challenges as well as a direction of the Project for the rest of the project 

period. 

 

1-2. Project Overview 

(1) Project Purpose 

A climate-based early-warning system model for  infectious diseases control is established as 

a precursor for further application across southern Africa.  

(2) Outputs 

1) Climate-based infectious disease epidemic prediction models are developed especially for 

malaria, pneumonia and diarrhea. 

2) Operational guidelines of the climate prediction-based infectious diseases early warning system 

(iDEWS) are developed in the Limpopo Province. 

3) Prediction performance and operability of the iDEWS are verified. 

(3) Input (as of the Evaluation) 

The Japanese Side 

— Dispatch of JICA Experts：Long-term Experts: 2 persons (Epidemiology/medical entomology 

research and Project Coordinator, 42 M/M), Short-term Experts：a total of 14 persons (13.8 

M/M) 

— Provided Equipment ：  Automatic Weather Observation System, research / laboratory 

instrument and related equipment such as microscopies, artificial environment test system, 

personal computers for data processing and analyses, software for data analyses, etc. 

— Local Cost：approx. JPY12,035,061 (≒ USD 103,795) 

— Invitation of Researchers from Abroad: a total of 12 persons (research meetings, participation 

and presentation at the project open symposium, etc.) 

— Training in Japan： a total of 3 persons (Theory and practice of statistical methods) 

The South African Side 

— Counterparts：a total of 27 persons (1 from ACCESS; 12 from MRC; 6 from CSIR; 1 from 

NICD; 6 from SAWS; 1 from DOHL; 2 from DOHL-Malaria; 3 from UCT; 6 from UL; 2 from 

UP; 4 from UV; and 2 from UWC)  

— Facilities, Equipment and Materials: Project office spaces in CSIR and DOHL-Malaria; 

Laboratory space un DOHL-Malaria; Existing research instruments, equipment and/or devices 

in the South African counterpart organizations; Available data, information and/or specimens 

related to the Project; and Availability of teleconference system in CSIR 

— Local Costs:  Costs for field survey in the Limpopo province, the development of database 

for hospital inpatients information, domestic transportation of the South African counterpart 

personnel, utilities for the project office, consumables used for the project activities, custom 

clearance of the materials procured in Japan such as research instruments and reagents, etc. 
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2. Mid-term Review Team 

Members Dr. Kaname 

KANAI  

Leader  Executive Technical Advisor to the Director General, 

Human Development Department, JICA  

Ms. Saya 

UCHIYAMA  

Cooperation 

Planning  

Staff, Health Team 2, Health Group 1, Human 

Development Department, JICA  

Dr. Yoichi 

INOUE  

Evaluation 

and Analysis  

Senior Consultant, Consulting Division, Japan 

Development Service Co., Ltd.  

Prof. Dr. 

Haruo 

WATANABE  

Infectious 

Diseases 

Control 

Research  

Program Officer, International Collaborative 

Research Program, Department of International 

Affairs, AMED  

Professor, the Graduate School of the International 

University of Health and Welfare  

Mr. Katsumi 

ISHII  

Planning and 

Evaluation  

Deputy Manager, Division of International 

Collaboration, Department of International Affairs, 

AMED 

Period of 

Evaluation 

17/Sep/2016 - 6/Sep/2016 Study Type: Mid-term Review 

3. Summary of Evaluation Results 

3-1. Achievements 

(1) Output 1 

The JAMSTEC, with the support of the CSIR, had succeeded in developing a novel seasonal 

prediction system based on an ocean-atmosphere coupled general circulation model called 

SINTEX-F2 with higher resolution, which was developed on the basis of SINTEX-F by taking 

Antarctic sea ice into consideration. The SINTEX-F2 improved its prediction accuracy in southern 

Africa significantly. Moreover, The JAMSTEC had succeeded in downscaling of global seasonal 

forecasting into local-scale prediction covering as narrow as approx. 10km2.  

Meanwhile, concerning the development of infectious disease epidemic prediction models, that of 

malaria has been proceeding smoothly in general, whereas that for pneumonia and diarrhea has not 

been even commenced as of the time of the Mid-term Review, since the construction work of the 

database of hospital inpatient data was subject to significant delay. The Project, nevertheless, gained 

preliminary analysis results, which suggests a correlative relationship between the climate variability 

and the said two communicable diseases to a certain extent. Based on the said findings, the Project is 

supposed to accelerate their research activities for the development of infectious disease epidemic 

prediction models for all three target diseases until March 2017. 
 
(2) Output 2 

During 1st half of the project period, the Project has been putting efforts into the research-oriented 

activities by both South African and Japanese researchers for the establishment of basic technologies 

for the iDEWS. From the 2nd year of the project period, both South African and Japanese researchers 

have commenced preparations for the preparation committee of the iDEWS. However, due to the 

transfer of a focal person of the Limpopo province and other managerial issues, the Project is still at 

the finalization stage for the establishment of the iDEWS preparatory committee. Having said that, 

the Project has already drafted a terms of references (TOR) of the committee; thus, once the 

committee members are fixed, the Project, at the initiative of the iDEWS preparatory committee, is 
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supposed to accelerate project activities for the development of operational guidelines of iDEWS. 

 

(3) Output 3 

Practical work for the development of iDEWS has not been commenced in the Limpopo province as 

of the time of the Mid-term Review; thus, the remaining project activities should be accelerated 

under the strict progress management of the Project after the Mid-term Review. 

Meanwhile, the Project started discussion with the authorities concerned of the Republic of 

Mozambique in light of future application of the iDEWS to neighboring countries. Besides, the 

Project, at the initiative of the MRC, started activities for the collection of retrospective incidence 

data of malaria, pneumonia and diarrhea in other provinces in South Africa for testing the 

applicability of the climate-based infectious diseases epidemic prediction models for the target 3 

diseases. 

 

(4) Project Purpose  

The Project, even at the halfway point of the project period indeed, has already published a total of 

14 research articles in international journals, and more research articles are anticipated to be 

published during the 2nd half and even after the project period. This is considered that the 

achievements of the Project meet the requirement of SATREPS (generation of research outcomes), 

and implies the enhancement of research capacity in both South African and Japanese research 

institutes indirectly.  

The Project has mainly been working on the establishment of technologies on the basis of the 

“research” activities during 1st half of the project period, whereas, it is supposed that the Project will 

shift their activities from the research activities to practical application of research outcomes to the 

society; i.e. the establishment of the climate-based iDEWS as practical model(s) through the 

development of the operational guidelines, the verification of prediction performance and the 

packaging of the iDEWS for distribution it to other provinces and even neighboring countries. In 

order to realize that, it is considered that strong leadership and ownership of the Project should be 

exercised by the Limpopo governmental organizations such as the DOHL. The Project, 

simultaneously, is desired that stricter progress management should be done to complete the 

development of iDEWS for all 3 target diseases by the end of the project period, since the project 

activities already lag behind schedule by approx. 6 months as of the time of the Mid-term Review. 

 

3-2. Summary of Evaluation Results 

(1) Relevance 

The relevance of the Project has been highly maintained hitherto. 

In Southern African countries including South Africa, infectious diseases are still major threats and 

diarrhea and pneumonia are the top two causes ofuner-5 mortality in South Africa. Malaria is well 

controlled in comparison to other Southern African countries. However, the Northeast regions of 

South Africa sharing the borders with malaria endemic countries such as Mozambique and Zimbabwe 

including the Limpopo province, which is the target region of the Project, are especially exposed to 

malaria infection risks. Under such conditions, the national DOH positioned the reinforcement of 

infectious disease countermeasures as the “primary medical service” of the national program in 

“Strategic Plan 2015-2020”. It promotes the strengthening of the infectious disease surveillance 

system and strengthening preparedness and core response capacities for public health emergencies in 
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line with the International Health Regulations (IHR). The Government of South Africa stresses the 

implementation of the science and technology cooperation with Japan. The “South Africa-Japan 

Cooperation in Science and Technology” that was jointly announced by the DST of South Africa and 

the Japanese Embassy in South Africa stipulates the importance of JICA in the science and 

technology cooperation in South Africa and the role of SATREP and also provides the introduction of 

the Project. 

Meanwhile, WHO clarifies the necessity for the countermeasures for the impact of climate change 

such as global warming on the health of people. In particular, “WHO Global Programme on Climate 

Change & Health” (2016) indicates the importance of obtaining the scientific basis relating to 

climate change and health. Therefore, the development of infectious disease epidemic prediction 

models based on the correlation between climate change and malaria, pneumonia, and diarrhea and 

scientific analysis relating to the administrative handling based on the prediction information are also 

considered to meet such international demands. 

 

(2) Effectiveness 

The effectiveness of the Project is considered to be high in general at the time of the Mid-term 

Review. 

It is notable that the Project succeeded in developing a novel seasonal prediction system based on an 

ocean-atmosphere coupled general circulation model called SINTEX-F2, which was developed on the 

basis of SINTEX-F by taking Antarctic sea ice into consideration and better resolution. The 

development of SINTEX-F2 is deemed to be a breakthrough in the field of the climate variability 

prediction modeling. The South African research institutes are also working on the development of 

climate variability prediction models with the direct or indirect support of the Japanese research 

institutes. On the other hand, concerning the development of infectious disease epidemic prediction 

models, that of malaria has been proceeding smoothly in general, whereas that for pneumonia and 

diarrhea has not been even commenced as of the time of the Mid-term Review, since the construction 

work of the database of hospital inpatient data was subject to significant delay. However, the Project 

estimated that the epidemic prediction modeling for pneumonia and diarrhea well be completed in a 

relatively short period of time using experience and know-how of that for malaria. 

After the time of the Mid-term Review, the Project is supposed to move on to the research activities 

to link up the climate prediction models with infectious disease epidemic prediction models with 

securing sufficient prediction performance and lead time (a couple of months at least). Thus, it is 

anticipated that more research articles regarding climate-based infectious disease epidemic prediction 

modeling will be published hereafter. Looking at that from another perspective, a number of research 

articles published in peer-reviewed international journals might indirectly explain the enhancement 

of the capacity of research institutes as well as researchers in both South Africa and Japan. 

 

(3) Efficiency 

The efficiency of the Project is moderate since unexpected external factors caused delays in several 

research activities as of the time of the Mid-term Review. 

Full-scale operation of the Project lagged behind schedule to some extent due to the delay in the 

arrival of JICA long-term expert in South Africa as well as the delay in the signing of the 

Memorandum of Understanding (MOU) among South African project member institutes.  As has 

been described the budget allocated by the South African side for the construction of the database of 
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hospital inpatient information became available eventually in 2016; for this reason, epidemic 

prediction modeling for pneumonia and diarrhea has not been commenced as of the time of the 

Mid-term Review, and it is estimated that this activity is lagging behind schedule by approx. 6 - 12 

months. Apart from this, the Project is still working on the establishment of the iDEWS preparatory 

committee by finalizing the members due to the transfer of a focal person in the Limpopo province, 

which also resulted in the delay by approx. 6 months. 

The Project is required to accelerate their research activities for the development of epidemic 

prediction models for pneumonia and diarrhea. The Project is supposed to move on to the research 

activities for linking up of the climate prediction models to the infectious disease epidemic models, 

followed by the verification of prediction performance as well as its lead time. The Project, in 

parallel with those research activities, will shift their focus to the practical application of research 

outcomes to society in the Limpopo province (i.e., the development of iDEWS operational guidelines 

and subsequent verification of its operability). Accordingly, the administrative organizations in the 

Limpopo province such as the DOHL are supposed to take leading role for the activities for the said 

application work in tandem with the South African and the Japanese research institutes. Meanwhile, 

it is anticipated that the iDEWS will be operated as a part of infectious disease surveillance system 

and/or disaster management system in the Limpopo province and/or at national level; therefore, the 

Project is required to follow legal and ethical standards in South Africa for the project activities 

aiming at the application of the iDEWS for the said systems. For these reasons, it is strongly required 

for the Project to strengthen the management of the progress and the generation of outcomes further 

after the time of the Mid-term Review. 

 

(4) Impact 

The following positive impacts are confirmed and expected by the implementation of the Project.  

SATREPS Project puts greater emphasis on the practical utilization of research outcome of projects 

to society; therefore, the Project clearly describes the expression of “as a precursor for further 

application across southern Africa”, and the climate-based iDEWS model(s) for better control of 

infectious diseases in southern Africa are expected to be applied by their self-help endeavor after the 

end of the project period. However, in order to realize the application of the iDEWS to other 

provinces in South Africa and even other countries, the Project is required to prove that the iDEWS is 

functioned properly as a part of administration system, and also, to complete packaging iDEWS 

operational guidelines, resource analyses (e.g. human resource, operational costs and timeframe) and 

other necessary elements for the application of iDEWS by the end of the project period. Further, the 

whole project activities seemed to lag behind schedule by approx. 6 months. For these reasons, the 

Project should accelerate the project activities after the time of the Mid-term Review under the strict 

management of progress and achievements. 

Meanwhile, the positive impacts derived from the Project are as follows: 1) Relationship between the 

decadal change in the precipitation in southern Africa and the malaria incidence; and 2) Utilization of 

the database of hospital inpatients information for other researches; and 3) Functional enhancement 

of the Tzaneen Malaria Institute. 

 

(5) Sustainability 

A self-sustainability as well as a self-deployment of the benefits provided by the Project can be 

expected to some extent as of the time of the Mid-term Review. 
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Political and institutional aspects: The political importance of the implementation of the infectious 

disease countermeasures based on the results of the relevant research (based on the reason) while 

enhancing the technological capability of the development of climate change prediction models and 

infectious disease prediction models in South Africa is expected to be strongly maintained up to and 

also beyond the end of the project. The political sustainability of the Project is expected to some 

extent at the time of the Mid-term Review. However, the activities of the Project must be carried out 

carefully towards institutionalization of iDEWS while obtaining advice from the state organizations 

and legal advisers such as the DOH and National Disaster Management Center, keeping in mind that 

the iDEWS is to be operated as a part of the Administrative system. 

Financial Aspect: Given that the iDEWS is included as a part of the infectious disease surveillance 

system or the disaster countermeasure mechanism, the budget for the continuous operation is 

expected to be secured as an Administrative system. Since future adaptation of the iDEWS in other 

provinces and neighboring countries of South Africa is considered in the Project and packaging 

including the operation cost analysis is conducted as a part of the project activities, the information 

required for the budget plan for continuous operation is expected to be provided by the Project.  

Technical Aspect: the technical sustainability of iDEWS can be secured if it is operated as a part of 

administration system at provincial and/or national level. For the sake of that, the Project is required 

to develop operational guideline of iDEWS with high feasibility, which meet the function and 

responsibilities of administrative organizations as well as the environment of health services in the 

Limpopo province.  

 

3-3. Factors that promoted the attainment of the Project 

(1) Concerning the project design 

No major promoting factor have been observed as far as the project plan is concerned. 

 

(2) Concerning the implementation process of the Project 

Many institutes including the implementation institutes (14 institutes in total) participated in the 

Project. Frequent communications and discussions were held via e-mail and telephone within both 

the research groups that are engaged in the development of climate change prediction models and the 

groups that are engaged in the development of infectious disease epidemic prediction models. These 

are the factors for achieving smooth implementation of joint research in remote mode between South 

Africa and Japan and for acquiring the research results as described above. 

 

3-4. Factors that impeded the attainment of the Project 

(1) Concerning the project design 

No major obstacles have been observed as far as the project plan is concerned. 

 

(2) Concerning the implementation process of the Project 

A South African research institute could not do assigned project research fully due to various reason, 

whereas they provided great help for the capacity building geared to students in South Africa. 

However, the JICA expert stationed in South Africa strongly support the activity and owing to that, 

critical effect on the progress of the Project was avoided. 

This can be recognized as a hindering factor since necessary input from the South African side has 

not been fully exercised. 
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3-5. Conclusions 

As of the time of Mid-Term Review, the Project has produced many research outcomes which lead to 

the establishment of the iDEWS. The iDEWS is expected to contribute for the infectious disease 

control of malaria, diarrhea, and pneumonia. 

The Project can be highly evaluated in terms of relevance and effectiveness. For the relevance, there 

are high consistencies with both South African and Japanese policies on the science and technology 

as well as the policy of national DOD to strengthen the infectious disease surveillance system and 

strengthening preparedness and core response capacities for public health emergencies in line with 

International Health Regulations (IHR).  For the effectiveness of the Project, the development of 

prediction models for malaria incidence is on the process of the verification. Inpatient data has been 

registered into database through the efforts of the members and will be ready to analysis with climate 

factors. 

The efficiency of the Project is moderate owing to the unexpected external factors, which caused 

delays in several research activities but those are managed through efforts of the project team as of 

the time of the Mid-term Review. The sustainability is expected to be high since the Project provides 

the sustainability as well as a border deployment. In addition to the scientific achievements, the 

Project has achieved significant human resource development, especially for young researchers and 

students in both South Africa and Japan. 

The South Africa – Japan collaborative research has produced several important findings obtained 

through the newly developed SINTEX-F2 seasonal climates prediction system and analysis of real 

climates observation as follows: 1) decadal change in the rainfall (precipitation) in the area of 

southern Africa on top of the annual or seasonal change; 2) a strong correlative relationship between 

the said decadal change of rainfall and other decadal change in sea surface temperature as well as 

pressure that moves eastward from the South Atlantic Ocean to the South Indian Ocean; 3) in this 

regard, the Project points out that the possibility of positive correlation between the decadal climate 

change in southern Africa and the malaria incidence in the Limpopo province with 3-month time lag; 

and 4) preliminary analyses that climate drives diarrhea show potential successful application of 

iDEWS. 

 

3-6. Recommendations 

(1) Development of iDEWS 

 After the time of the Mid-term Review, the Project will focus on the activities for the practical 

application of the research outcomes to society (i.e., the establishment of the climate-based 

iDEWS as a practical model in the Limpopo province). It is envisaged that the iDEWS is 

operated as a part of the administrative system such as infectious disease surveillance system 

and/or disaster management system in the Limpopo province and/or the national level; 

therefore, the Project should develop a proper collaborative relationship among iDEWS 

preparatory committee members such as the DOHL, the DOHL-Malaria, the TMI and South 

African and Japanese research institutes, with the support of the external advisors such as the 

national DOH, the NDMC and the legal advisor. 

 The Project should perform resource analyses (human resource, necessary materials, costs and 

timeframe) for the operation of iDEWS based on the test operation in the Limpopo province 

when the Project develop an iDEWS package for the application to other provinces in South 

Africa and neighboring countries. 
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 The setting of alerting criteria, the administrative countermeasures based on the prediction 

information, and the responsible organization for the operation of iDEWS can be different in 

accordance with diseases. Likewise, it is envisaged that the way of prevention and control as 

well as treatment can vary in accordance with causative pathogens. Therefore, the Project 

should consider additional input of expert(s) with sufficient knowledge and experiences of 

infectious disease surveillance and response for the development of the operational guidelines 

of iDEWS. 

 

(2) Development iDEWS for pneumonia and diarrhea 

 Since the development of iDEWS for pneumonia and diarrhea is lagging behind schedule by 

approx. 6 to 12 months as of the time of the Mid-term Review due to the delay in developing 

database of hospital inpatient information, the Project should strengthen the progress 

management to complete the establishment of iDEWS for all 3 target diseases by the end of the 

project period. 

 Pneumonia as well as diarrhea has a correlative relationship with climate. Besides, the incidence 

and casualty of pneumonia as well as diarrhea are overwhelmingly higher than that of malaria in 

South Africa. Therefore, the rationale of the development of iDEWS for pneumonia and 

diarrhea is secured. Having said that, since the prevention measures as well as treatment will be 

different in accordance with the type of diseases and/or causative pathogens, project members 

should reach a common understanding of the definition of “pneumonia” as well as “diarrhea”. 

Further, the Project, at the initiative of the iDEWS preparatory committee, should carefully 

discuss evidence-based concrete countermeasures in accordance with the prediction information 

with the support of specialist(s) in consideration of the context in the Limpopo province. 

 

(3) Securement of sustainability 

 The Project developed several models for each “climate prediction model” as well as “infectious 

disease epidemic prediction model” for linking them up to develop a “climate-based infectious 

disease epidemic prediction model”. Some of the said models are supposed to be handed over to 

the South African research institutes; thereafter, maintained and even fine-tuned by themselves. 

In order for the iDEWS to be utilized continuously in South Africa, the Project should start 

discussions among relevant organizations on the maintenance of iDEWS; simplification or 

unification of the models can be one option. 

 The Project should continue the capacity building of South African researchers through the 

collaborative research. In parallel, the Project is expected to raise capacity of project members 

in the Limpopo province for the reinforcement of infectious disease surveillance system through 

the project activities for the development of iDEWS after the time of the Mid-term Review. The 

accuracy improvement of the information from the infectious disease surveillance will also 

contribute to the improvement of the performance of infectious disease epidemic prediction 

models. 

 

(4) Verification of applicability of the climate-based infectious disease epidemic prediction models in 

light of the application to other provinces and neighboring countries 

 The Project intends to apply the iDEWS not only to other provinces in South Africa but also 

southern African countries in future. The Project has already commenced discussions with the 
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authorities concerned in Mozambique, sharing the border with the Limpopo province; however, 

the Project should verify the applicability of iDEWS to other provinces and/or neighboring 

countries using currently-available data. 

 

3-7. Lessons Learnt 

The Project is implemented under the framework of “SATREPS”; as a matter of course, is aiming 

to apply research outcomes to social systems. In practice, the Project place a priority on the 

generation of research findings and outcomes which will be bases of following activities during 

the 1st half of the project period; subsequently, will shift themselves to activities for applying the 

research outcomes to the social system in the target province of the Project during the 2nd half of 

the project period. 

In particular, the Project is planning to perform the verification of operability and applicability of 

iDEWS (a major outcome of the research of the Project) for the application of it to the social 

systems within the project period; accordingly, administrative organs of South Africa (i.e., the 

national DOH, the DOHL, the NDMC, etc.), in addition to the project research institutes, are 

anticipated to take leading role for the project activities as envisaged users f iDEWS, especially 

for the 2nd half of the project period. However, it took a longer-than-expected time for the Project 

to organize an iDEWS preparatory committee comprised of the said research and administrative 

institutes, resulted in the delay of the Project to some extent as of the time of the Mid-term 

Review, though the need of the establishment of cooperation cooperative relationship with the 

administrative organs in South Africa was pointed out in the ex-ante evaluation report at the time 

of the designing stage of the Project (the detailed planning survey). 

A lesson learnt form the 1st half of the project period is as follows: though the implementation of 

preparatory activities for the practical application of research outcomes to social systems in the 

project period is considered to meet the principle of the SATREPS, the Project should do stricter 

progress management than usual for the establishment of a robust collaboration and/or 

implementation system of the Project in advance of the verification of research outcomes, in case 

that not project research institutes but rather  end-users of the research outcomes such as 

administrative organs are supposed to play a leading role for it. 
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第１章 中間レビューの概要 
 

１－１ 調査団派遣の経緯 

マラリアや下痢症、肺炎などの感染性疾患は、気候の変動、具体的にはラニーニャ現象などの

大気海洋相互作用や気温・降雨量などの季節変動の影響を受ける可能性があることが示唆されて

いる。南アフリカ共和国（以下、「南アフリカ」と記す）を含む南部アフリカ地域ではこのような

感染性疾患の危険に常にさらされている。しかしながら、気候変動と感染性疾患の発生との関係

が強く示唆されていながら、その具体的な相関関係が科学的に証明されることがなかったため、

気候に基づく感染症流行予測を用いた対策は今日まで実現していない。 

他方、地球規模課題対応国際科学技術協力（Science and Technology Research Partnership for 

Sustainable Development：SATREPS）の枠組みで実施された JICA 技術協力「気候変動予測とアフ

リカ南部における応用プロジェクト」（2010-2013）は、南アフリカと日本の研究機関の共同研究

により、精度の高い気候変動予測システム（SINTEX-F）を開発した。「南部アフリカにおける気

候予測モデルをもとにした感染症流行の早期警戒システムの構築プロジェクト」（以下、「本プロ

ジェクト」と記す）は、先のプロジェクトで開発した気候変動予測システムの予測性能を更に高

めるとともに、特にマラリア、下痢性疾患及び肺炎について気候変動に基づく感染性疾患流行早

期警戒システム（infectious Diseases Early Warning System：iDEWS）の構築と運用性の検証を目的

とし、SATREPS の枠組みで 2014 年 5 月に開始された。 

今回実施の中間レビュー調査では、南アフリカ側関係機関と合同で本プロジェクトの目標達成

度や成果等を分析するとともに、プロジェクトの残り期間の課題及び今後の方向性について確認

し、合同中間レビュー報告書に取りまとめ、関係者間で合意することを目的とする。 

 

１－２ 中間レビューの目的 

中間レビューの目的は以下に示すとおりである。 

（1）プロジェクト・デザイン・マトリックス（Project Design Matrix：PDM）version 1（付属資

料の別添 1）に基づいて進捗をレビューし、評価 5 項目（「妥当性」「有効性」「効率性」「イ

ンパクト」及び「持続性」）の評価基準に従って中間時点でのプロジェクトの達成度を評価す

る。 

（2）プロジェクトの成果及び目標に対する促進要因及び阻害要因を検討する。 

（3）上記の分析結果に基づいて南アフリカ側と共同で残りのプロジェクト期間での活動方針に

ついて協議する。 

（4）今後のプロジェクト目標及び将来のスーパーゴールの達成に向けた提言を行うとともに、

必要に応じて PDM の見直しを行う。 

（5）合同中間レビュー報告書に調査結果を取りまとめる。 

 

１－３ 合同レビュー調査団のメンバー 

中間レビューは、JICA 側 3 名及び南アフリカ側 3 名の評価委員が合同で実施した。合同中間レ

ビューチーム（以下、「レビューチーム」と記す）の構成は以下のとおりである。 

なお、南アフリカにおける現地調査には、SATREPS の枠組みのなかで日本国内での研究を支援
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している国立研究開発法人日本医療研究開発機構（以下、「AMED」と記す）1は JICA の実施する

終了時評価調査と同時に 2 名の調査団を南アフリカにおける現地調査に派遣し、独自の評価調査

を行うとともに、専門的見地から研究活動に対する技術的な助言を行った。 

 

<日本側> 

担当分野 氏 名 所 属 現地派遣期間 

団長・総括 金井 要 JICA 人間開発部 技術審議役 2016 年 9 月 24 日～ 

2016 年 10 月 4 日 

協力企画 内山 咲弥 JICA 人間開発部 保健第一グループ 

保健第二チーム 職員 

2016 年 9 月 30 日～ 

2016 年 10 月 5 日 

評価分析 井上 洋一 ㈱日本開発サービス 調査部 主任研究員 2016 年 9 月 18 日～ 

2016 年 10 月 5 日 

 

<南アフリカ側> 

氏 名 役職及び所属 

Dr. Isayvani NAICKER Chief Director, International Relations, the Department of Science and 

Technology 

Mr. Ben DURHAM Chief Director, Bio-Innovation, the Department of Science and Technology 

Ms. Manti MAIFADI Deputy Director, Office of the Chief Director, the Department of Health 

 

＜AMED 団員＞ 

担当分野 氏 名 所 属 全体調査期間 

感 染 症 対

策研究 

渡邉 治雄 AMED 国際事業部 医療分野国際科学技術

共同研究開発推進事業  プログラムオフィ

サー 

国際医療福祉大学大学院 教授 

2016 年 9 月 28 日～ 

2016 年 10 月 4 日 

計画・評価 石井 克美 AMED 国際事業部 国際連携研究課 主幹 2016 年 9 月 28 日～ 

2016 年 10 月 4 日 

 

現地調査は 2016 年 9 月 19 日から 2016 年 10 月 4 日に実施し、サイト視察、インタビュー、プ

ロジェクト報告書等の関連文書レビューを実施した（付属資料の別添 2.）。 

 

１－４ プロジェクトの枠組み 

プロジェクトの枠組みを以下に示す。 

（1）プロジェクト期間：2014 年 5 月 12 日から 2019 年 5 月 11 日まで 5 年間 

（2）プロジェクト管理：本プロジェクトの管理体制は以下のとおりである。 

－プロジェクト・ダイレクター：科学技術省（Department of Science and Technology：DST）

バイオテクノロジー部門チーフ・ダイレクター 

 
1 SATREPS 感染症分野プロジェクトの所掌事務及び権限は、2015 年 4 月 1 日より AMED に移管された。 



－3－ 

－プロジェクト・共同ダイレクター：保健省（Department of Health：DOH）伝染性疾患部

門チーフ・ダイレクター2 

－プロジェクト・マネジャー：気候地球システム科学応用センター（Applied Centre for 

Climate and Earth Systems Science：ACCESS）センター長 

－チーフ・アドバイザー：長崎大学熱帯医学研究所（以下、「熱研」と記す）病害動物学

分野教授 

 

（3）プロジェクト実施機関：南アフリカ側及び日本側研究機関を示す。 

1） 南アフリカ側 

ACCESS、南アフリカ医学研究評議会（South African Medical Research Council：SAMRC）、

南アフリカ科学・工学研究評議会（Council for Scientific and Industrial Research：CSIR）、国

立伝染病研究所（National Institute for Communicable Diseases：NICD）3、南アフリカ気象サ

ービス（South African Weather Service：SAWS）4、リンポポ州保健局（Department of 

Health-Limpopo：LDOH）、リンポポ州保健局（マラリア予防対策センター）（Department of 

Health-Limpopo, Malaria Control：LDOH-Malaria）、ケープタウン大学（University of Cape 

Town：UCT）、リンポポ大学（University of Limpopo：UL）、プレトリア大学（University of 

Pretoria：UP）5、ヴェンダ大学（University of Venda：UV）6、西ケープ大学（University of the 

Western Cape：UWC） 

2） 日本側 

熱研及び国立研究開発法人 海洋研究開発機構（以下、「JAMSTEC」と記す） 

 

（4）裨益対象者：本プロジェクトの直接的、間接的な裨益対象者は、それぞれ南アフリカ側研

究機関の研究者（46 名）、リンポポ州の住民（約 540 万人）である。 

 

（5）プロジェクトの要約 

最新の PDM version 1〔2014 年 8 月 6 日、第 1 回合同調整委員会（以下、「JCC」と記す）

で承認〕に示されるプロジェクトの要約（プロジェクト目標、成果、活動）を以下に示す。 

指標、入手手段、双方のプロジェクトへの投入、前提条件、外部条件等のその他の項目は、

付属資料の別添 1.として添付された「PDM version 1」を参照のこと。 

 

プロジェクト目標 南部アフリカへの適用に向けた先駆けとして、感染症対策のための気候予測に

基づいた早期警戒システムモデルが確立される。 

成果 成果 1 

特にマラリア、肺炎、下痢症について、気候に基づいた感染症流行予測モデル

が開発される。 

成果 2 

 
2 郡保健サービス局チーフ・ダイレクターから交代した。これに従って、2015 年 11 月 10 に科学技術省と JICA の間で了解覚

書（以下、「MOU」と記す）（2014 年 5 月 12 日付）を修正するための協議議事録（以下、「MM」と記す）を取り交わした。 
3 2015 年 10 月に開催された第 2 回 JCC で南アフリカ側のメンバーとして承認された。 
4 2015 年 10 月に開催された第 2 回 JCC で南アフリカ側のメンバーとして承認された。 
5 2014 年 8 月に開催された第 1 回 JCC で外部協力機関から南アフリカ側のメンバーとして承認された。 
6 2014 年 8 月に開催された第 1 回 JCC で南アフリカ側のメンバーとして承認された。 
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気候予測に基づいた感染性疾患流行早期警戒システム（iDEWS）の運用指針

がリンポポ州で策定される。 

成果 3 

iDEWS の予測性能と運用性が実証される。 

活動 活動 1 

1-1. 感染症及び気候変動に関する前向き及び後ろ向きデータ/情報取得シス

テムの構築 

1-1-1. 現地の保健情報システムや医療施設の履歴情報等から得られる

マラリア、肺炎及び下痢症のデータ/情報をデータベース化する。 

1-1-2. データベースの過去のデータを用いて各疾患の危険度分布図を

作成し、調査対象サイトを決定する。 

1-1-3. 調査対象サイト内のコミュニティで各疾患の罹患率及び有病率

（診断されていないものを含む）、感染症流行に影響のある住民

行動（受療行動など）、衛生環境（水質、大気汚染、マラリア蚊

の殺虫剤抵抗性など）の実態を調査し、データベースに組み入

れる。 

1-1-4. 南アフリカ気象サービス（SAWS）や農業研究評議会（Agricultural 

Research Council：ARC）などの ACCESS パートナー機関より、

気候性及び非気候性補助的環境データ（地理情報等）を入手す

る。 

1-1-5. 公共建物に基本的気象観測ステーションを設置し、基礎的調査

対象サイト内の局地的気象データを測定する。 

1-2. 対象疾患の罹患率/有病率、気候変動（気温、湿度、降雨量など）の関

係性の解明 

1-2-1. 対象疾患の罹患率/有病率と気候変動の関連性を時系列分析によ

り調査する。 

1-2-2. マラリア媒介蚊と気候変動、そして、マラリア罹患率/有病率と

の関係を調査する。 

1-2-3. リンポポ州の局地気候変動と、エルニーニョ南方振動（ENSO）

やインド洋ダイポールモード（IOD）、亜熱帯ダイポールモード

（SDM）などの地球規模の気候変動現象との関連性を分析する。 

1-3. リンポポ州の感染症流行状況を反映したマラリア、肺炎、下痢症の感染

症数理もしくは、統計モデルの開発 

1-3-1. マラリアやコレラなどの既存の感染症モデル（特に気候に関連

した）をレビューする。 

1-3-2. マラリア、肺炎、下痢症の基本的数理モデル及び統計モデルを

改良または新規作成する。 

1-3-3. データベースで得られた感染症の後ろ向き及び前向きデータ/情

報を用いてモデルの予測性能を検証し、モデルを調整する。 

1-4. 大気−海洋結合モデルを用いた短期気候変動予測システム（SINTEX-F）

の高度化（予測精度の向上、予測情報の局地的な高解像度化、予測リー

ド期間の長期化等） 

1-4-1. 空間高解像度化、物理スキーム改善、データ同化による初期化

精度を向上させた新型の SINTEX-F を開発する。 

1-4-2. 既存の SINTEX-F や南アフリカの気候モデル等の相互比較を通
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して、短期気候変動予測モデルのバイアスを低下させる。 

1-4-3. SINTEX-F の地球規模季節予測情報を、力学モデル（WRF）や統

計手法を用いて局地的に高解像度化し（ダウンスケーリング）、

その予測性能向上や予測期間の長期化を行う。 

1-4-4. 活動 1-4-3 と相互作用的に、対象地域の気候観測データ（活動 1-1

より）との相互比較を通して WRF モデルを高精度化する。 

1-5. 気候に基づいたマラリア、肺炎及び下痢症の感染症流行予測モデルの開

発 

1-5-1. 活動 1-2 の対象疾患の罹患率/有病率、気候変動、ベクター間の

関係性解析結果を踏まえ、感染症数理・統計モデルと改良気候

変動予測システムを連結させて、気候に基づいた感染症流行予

測モデルを作成する。 

1-5-2. データベースで得られた過去数十年の感染症流行やアウトブレ

イクデータ/情報を用いてモデルの予測性能を検証し、モデルを

調整する。 

 

活動 2 

2-1. 流行予測を担当する組織や流行/警戒情報発出を担当する組織、情報に

基づいて対策を行う組織などによるリンポポ州 iDEWS 導入準備委員

会を立ち上げる。 

2-2. アウトブレイク警戒情報発令の基準を設定する。 

2-3. リンポポ州内の感染症流行/警戒情報伝達方法を設定する。 

2-4. 定期情報伝達方法、アウトブレイク警戒情報発令と対策行動、情報伝

達フォーマット、運用組織等を含む iDEWS 運用指針を作成する。 

 

活動 3 

3-1. リンポポ州で iDEWS を試験運用し、iDEWS の予測性能及び運用性を

評価する。 

3-2. リンポポ州において、感染症アウトブレイク警戒情報発令と対策行動

に係る机上訓練を実施する。 

3-3. iDEWS がリンポポ州の感染症対策に及ぼす影響を分析するための持

続性のあるモニタリング評価システムを作成する。 

3-4. 利用可能な他州もしくは隣国の感染症流行データ、気候性及び非気候

性環境データを用いて、iDEWS の適用性を検証する。 

3-5. 他州や隣国への iDEWS の展開に向けて、南アフリカや隣国の気候変

動や感染症対策を担当する行政官、研究者等の関係者を対象としたワ

ークショップを開催する。 

3-6. 南アフリカの気候変動や感染症対策を担当する行政官、研究者等の関

係者と他州への iDEWS 展開に向けた協議を開始する。 
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第２章 中間レビューの方法 
 

２－１ SATREPS におけるプロジェクトレビューの枠組みについて 

SATREPS は JICA による現地での技術協力プロジェクト実施協力と AMED による日本国内での

技術的・財政的研究支援が連携して推進されることから、評価活動実施の効率性もかんがみ、現

地調査は JICA と AMED が連携、協力して実施される。 

JICA はプロジェクト運営の一環として、政府関係者・研究代表者を含めた先方協力機関等と共

同で、ODA 事業として相手国における人材育成、能力強化及び開発課題に対する貢献の観点から

評価（レビュー）を実施する。また、AMED は地球規模課題の解決に資する研究成果、科学技術

水準の向上の観点から日本国内及び相手国を含めた国際共同研究全体の評価を行う。 

 

２－２ レビュー手法 

中間レビューは「JICA 事業評価ガイドライン第 2 版」（2014 年 5 月）及び「JICA 事業評価ハン

ドブック（Ver.1）」（2015 年 8 月）に沿って実施された。実績・実施プロセスの確認と 5 項目評価

を行うための具体的な方法を検討するため、評価設問、必要な情報・データ、情報源、データ収

集方法について一覧表で示した「評価グリッド」（付属資料の別添 3.）を作成した。 

レビュー・チームのメンバーは評価グリッドに基づき、カウンターパート（Counterpart 

Personnel：C/P）研究者や各関係機関、JICA 専門家に対して質問票やインタビューを実施し、プ

ロジェクトのレビューを実施した（主要面談者は付属資料の別添 4.を参照）。 

PCM の常法に則り、最新の PDM version 1 に基づいて指標の達成度を含めたプロジェクト実績

を確認し、評価 5 項目での評価分析を行った。合同レビュー・チームは、評価結果を合同レビュ

ー報告書に取りまとめた。 

 

２－３ 評価 5 項目 

本中間レビューに用いた評価 5 項目の概説を以下に示す。 

 

評価 5 項目 概 説 

妥当性 プロジェクトの目標（PDM のプロジェクト目標、上位目標）が、受益者のニーズ

と合致しているか、援助国側の政策と日本の援助政策との整合性はあるかといっ

た、「援助プロジェクトの正当性」を検討する。中間レビューでの妥当性評価は、

現状・実績に基づいて検証作業を行う。 

有効性 PDM の「プロジェクトの成果」の達成度合いと、それが「プロジェクト目標」の

達成にどの程度結びついたかを検討する。中間レビューでの有効性評価は、現状・

実績に基づいて検証作業を行う。 

効率性 プロジェクトの「投入」から生み出される「成果」の程度を把握する。各投入の

タイミング、量、質の適切度を検討する。中間レビューでの効率性評価は、現状・

実績に基づいて検証作業を行う。 

インパクト プロジェクトが実施されたことにより生じる直接・間接的な正負の影響を検討す

る。中間レビューでのインパクト評価は、評価の必要性・可能性に応じて検証作

業を行う。 



－7－ 

持続性 援助が終了した後も、プロジェクト実施による便益が持続されるかどうか、自立

発展に必要な要素を見極めつつ、プロジェクト終了後の自立発展の見通しを検討

する。中間レビューでの自立発展性評価は、予測・見込みに基づいて検証作業を

行う。 
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第３章 プロジェクトの実績と実施プロセス 
 

３－１ 投入 

（1）日本側投入実績 

以下に、2016 年 6 月末時点のプロジェクトに対する日本側からの投入を示す（詳細は付属

資料の別添 5.を参照）。 

 

構 成 投 入 

日本人専門家の派遣 長期専門家：合計 2 名（疫学・医用昆虫学、業務調整）、42 人/月 

短期専門家：合計 14 名、13.8 人/月（延べ 415 日間） 

資機材の提供 内容：自動気象観測装置、顕微鏡や人工環境装置、マラリア診断装置な

どの研究機器、解析用パーソナルコンピュータ、解析用ソフトウェアな

ど（合計 3,373 万 933 円） 

外国人研究員の招へい 合計人数：12 名 

協議内容：南部アフリカ地域気候変動予測に関する研究打合せ（2 名、合

計 18 日間）及びプロジェクト公開シンポジウム参加・発表と研究打合せ

（10 名、合計 80 日間） 

本邦研修 合計人数：3 名 

研修内容： 

－地理情報システム（Geographical Information System：GIS）を用いた

感染症危険分布図作成のための統計学的解析手法の理論と実践（2

名、熱研、22 日間） 

－感染症の発生件数と−気象データ間の相関解析に関する統計学的解

析手法の理論と実践（1 名、JAMSTEC、21 日間）） 

現地活動費 在外事業強化費：1,203 万 5,061 円 

－2014 年度：389 万 9,227 円 

－2015 年度：593 万 234 円 

－2016 年度：220 万 5,600 円（見込額） 

 

（2）南アフリカ側投入実績 

以下に、2016 年 6 月末時点のプロジェクトに対する南アフリカ側からの投入を示す（詳細

は付属資料の別添 5.を参照）。 

 

構 成 投 入 

C/P 配置 合計 46 名 

1. 気候地球システム科学応用センター（ACCESS）：1 名 

2. 南アフリカ医学研究評議会（SAMRC）：12 名 

3. 南アフリカ科学・工学研究評議会（CSIR）：6 名 

4. 国立伝染病研究所 （NICD）：1 名 

5. 南アフリカ気象サービス（SAWS）：6 名 

6. リンポポ州保健局：1 名 

7. リンポポ州保健局（マラリア予防対策センター）（LDOH-Malaria）：2 名 
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8. ケープタウン大学（UCT）：3 名 

9. リンポポ大学（UL）：6 名 

10. プレトリア大学（UP）：2 名 

11. ヴェンダ大学（UV）：4 名 

12. 西ケープ大学（UWC）：2 名 

施設及び資機材 1. CSIR 及び LDOH-Malaria 内プロジェクト事務所スペース 

2. LDOH-Malaria 内実験スペース 

3. 南アフリカ国内の全プロジェクト参画機関の既存の機器 

4. プロジェクトに関係する利用可能なデータ、情報及び検体 

5. CSIR 内テレビ会議システムの使用 

現地活動費 リンポポ州でのフィールド調査経費、入院患者情報データベース化のた

めの経費、南アフリカ側 C/P 国内旅費・交通費、プロジェクト活動に必

要な消耗品、プロジェクト事務所水道光熱費、研究機器や試薬など本邦

調達物品の輸入通関費など 

 

３－２ プロジェクトの実績 

（1）プロジェクト活動の実績 

成果に係るプロジェクト活動実績を以下に示す。 

 

成果 1 

特にマラリア、肺炎、下痢症について、気候に基づいた感染症流行予測モデルが開発される。 

活 動 達成事項 

1-1. 感染症及び気候変動に関する前向き及び後ろ向きデータ/情報取得システムの構築 

1-1-1. 現地の保健情報システム

や医療施設の履歴情報等から

得られるマラリア、肺炎及び下

痢症のデータ /情報をデータベ

ース化する。 

・LDOH-Malaria と熱研主導で、迅速診断検査キットを用いた診断

が行われた 1998 年以降のリンポポ州のマラリア患者発生デー

タを収集し、汎用ソフトを用いてデータベース化している。2016

年 3 月時点で、約 8 万件が登録されている。データは今後も適

宜追加されていく見込みである。 

・下痢症及び肺炎に関するデータ収集について 

－SAMRC と ACCESS 主導でグレーター・ギアニ地区のケンサ

ニ病院の全入院患者情報約 28,000 件（2002～2016 年）のデ

ータベースへの登録を実施中であり、データの品質向上作業

（データ・クレンジング等）を実施予定である。データベー

ス化は 2016 年 10 月頃には終了できる見込みである。研究に

はデータベースから肺炎及び下痢症のデータを抽出して使

用するが、現時点でそれらの疾患の件数は確認できない。 

－また、ファラボルワ地区の病院のデータもデータベースに追

加している。 

－ACCESS は独自に保険会社から下痢症及び肺炎の病名での保

険請求情報を 6 万〜8 万件入手している。また、病院を受診

しない程度の軽症例を反映するデータとして、止瀉薬（一般

薬のロペラミド）販売量のデータも入手した。 

・マラリアに関するデータベース化は順調に進捗しているが、下

痢症と肺炎情報のデータベース化は、南アフリカ側活動費が利
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用可能となった時期が想定より遅れたことや、膨大な紙ベース

の情報の電子化作業に時間を要していることなどにより、予定

よりおおむね 6 カ月〜1 年程度の遅れが生じている。 

1-1-2. データベースの過去のデ

ータを用いて各疾患の危険度

分布図を作成し、調査対象サイ

トを決定する。 

・データベースの情報を用いて、LDOH-Malaria と熱研はマラリア

感染危険度分布図を作成した。プロジェクトは分布図に基づき、

集中調査対象地域にグレーター・ギアニ地区を選定した。 

・下痢症及び肺炎については、データベースが完成次第、SAMRC

と熱研が主導で危険度分布図を作成する予定である。 

・ただし、危険度分布に大きな偏りがなければ、活動の効率性を

考慮し、グレーター・ギアニ地区を対象地域とし、必要な調査

を行うこととしている。 

1-1-3. 調査対象サイト内のコミ

ュニティで各疾患の罹患率及

び有病率（診断されていないも

のを含む）、感染症流行に影響

のある住民行動（受療行動な

ど）、衛生環境（水質、大気汚

染、マラリア蚊の殺虫剤抵抗性

など）の実態を調査し、データ

ベースに組み入れる。 

・LDOH-Malaria、SAMRC 及び熱研は、2015～2016 年シーズンよ

りグレーター・ギアニ地区のコミュニティにおいて、ランプ法

によるマラリア迅速診断キットを用いた無症候性マラリア感染

状況の調査を約 500 世帯のコミュニティ住民に対して開始し

た。 

・また、同地区での殺虫剤屋内残留噴霧（Indoor Residual Spraying：

IRS）実施状況に関する情報を調査した。 

・マラリア媒介蚊（ハマダラカ）の捕獲装置を 2015～2016 年シー

ズンに設置したが、蚊の密度が少ないため実験を行うだけの蚊

を採取できず、殺虫剤抵抗性等の研究は実施できていない。現

時点までは、過去の LDOH-Malaria にある過去のデータや他の

グループの研究成果のレビューを行っている。なお、抵抗性に

関する情報は感染症流行モデル開発のためではなく、むしろ

iDEWS の下で予防対策を行うための情報として活用される見

込みである。 

・他方、SAMRC はコミュニティにおいて、2015～2016 年シーズ

ンに感染症流行に影響のある住民行動や、特に肺炎や下痢症の

発生に影響する衛生環境、大気汚染などの状況の調査を実施し

た。2016 年 10 月に 2 回目の調査を実施予定である。 

1-1-4. 南アフリカ気象サービス

（ SAWS）や農業研究評議会

（ARC）などの ACCESS パート

ナー機関より、気候性及び非気

候性補助的環境データ（地理情

報等）を入手する。 

・熱研、JAMSTEC 及び UL は、衛星観測による気象性データ、及

び地理情報などの非気象性補助的環境データを協力機関等から

入手し、既存の大気−海洋結合モデルを用いた短期気候変動予

測モデル（SINTEX-F）の高度化（SINTEX-F2 の開発）や感染

症危険度分布図作成に活用した。 

・また、気象の地上観測データは ARC 及び SAWS により提供さ

れることを想定していたが、ARC からデータ提供の協力は得ら

れなかった。SAWS についてはデータ提供に必要な契約に想定

以上の時間がかかったが、2016 年 8 月に契約が締結され、デー

タ入手可能な状況となっている。なお、地上観測データはダウ

ンスケーリングされた気候予測性能検証に使用されたため、こ

の遅延が SINTEX-F2 開発そのものには影響していない。 

・なお、SAWS はプロジェクト開始当初は外部協力機関であった

が、2015 年 10 月の第 2 回 JCC でプロジェクトの実施機関とし

て承認されている。 
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1-1-5. 公共建物に基本的気象観

測ステーションを設置し、基礎

的調査対象サイト内の局地的

気象データを測定する。 

・2015 年までに、ACCESS、LDOH-Malaria 及び熱研は、自動気象

観測装置 7 台を調査重点地区であるグレーター・ギアニ域内の

医療施設に設置し、気象観測を行っている。 

・なお、SAWS から得られる気象の地上観測データは南アフリカ

全土をカバーしているのに対し、プロジェクトで設置した観測

装置は調査重点地域の気象データを詳細かつ即時的に収集でき

る。 

1-2. 対象疾患の罹患率/有病率、気候変動（気温、湿度、降雨量など）の関係性の解明 

1-2-1. 対象疾患の罹患率 /有病

率と気候変動の関連性を時系

列分析により調査する。 

・熱研と JAMSTEC は、1998 年以降のリンポポ州におけるマラリ

ア患者数と気候との関連を複数の時系列統計手法を使って分析

し、関係性があることを明らかにした。具体的には、マラリア

患者数とモザンビーク及びジンバブエ南部の降水量及び西風と

の正の相関や、ペルー沖の海面温度との負の相関（ラニーニャ

との正の相関）を明らかにしている。また、これらの関連性の

季節ごとの解析も実施した。 

・肺炎と下痢症の発生件数と気候変動の関連については、データ

ベースが完成し次第、ただちに調査を開始する予定である。し

かしながら、保険会社から得られた民間医療施設の保険申請デ

ータを用いた相関関係の解析結果からは、収集されたデータの

条件にバイアスが存在することを考慮しても、一定程度の相関

関係の存在を示唆する結果を得ている。 

1-2-2. マラリア媒介蚊と気候変

動、そして、マラリア罹患率 /

有病率との関係を調査する。 

・活動 1-1-3 で示したとおり、これまでにマラリア媒介蚊を解析

が行える程度に採取できておらず、マラリア媒介蚊と気候変動

や罹患率との関連についての解析は実施できていない。2016～

2017 年シーズン以降で十分量のマラリア媒介蚊が採取でき次

第、相関解析を実施する予定である。 

・なお、プロジェクトはザニンマラリア研究所（Tzaneen Malaria 

Institute：TMI）において人工環境装置を用いた気温と蚊の生育

の関連性を調査する研究を 2015 年より開始した。研究結果はマ

ラリア流行予測の数理モデル開発に使用される見込みである。 

1-2-3. リンポポ州の局地気候変

動と、エルニーニョ南方振動

（ENSO）やインド洋ダイポー

ルモード（IOD）、亜熱帯ダイポ

ールモード（SDM）などの地球

規模の気候変動現象との関連

性を分析する。 

・JAMSTEC は SINTEX-F2 を用い、リンポポ州を含む南部アフリ

カ地域の気候がラニーニャ現象とインド洋亜熱帯ダイポールモ

ード及び亜熱帯ダイポールモードの影響を受けることを明らか

にした。 

・また、JAMSTEC は気候観測データの解析から、南部アフリカ

地域の降水量が季節変動や年々変動だけではなく、10 年規模で

ゆっくり変動していることを明らかにした。また、SINTEX-F2

を用いた解析により、この 10 年規模の変動は南太平洋から南イ

ンド洋に東進する海面気圧と海面水温の 10 年規模変動と強く

相関していることが明らかとなった。 

・なお、プロジェクトは、上述の南部アフリカ地域での 10 年規模

の気候変動とリンポポ州のマラリア患者発生件数との正の相関

関係の可能性を指摘しており、中間レビュー時点では詳細な解

析を実施している段階である。 
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1-3. リンポポ州の感染症流行状況を反映したマラリア、肺炎、下痢症の感染症数理もしくは、統計

モデルの開発 

1-3-1. マラリアやコレラなどの

既存の感染症モデル（特に気候

に関連した）をレビューする。 

・感染症発生件数の予測モデルには多くの手法があり、過去の感

染症発生件数と気候データについて因果推論する統計モデル

と、さまざまな現象（本件では感染症発生件数）を数式で表現

することにより性質を推論する数理モデルがある。熱研と

JAMSTEC は、マラリア、肺炎及び下痢症に関する既存の感染

モデルのレビューを行った。 

・レビューの結果、肺炎及び下痢症に関しては、統計モデルが中

心であった、一方、マラリアに関しては、ロス・マクドナルド

モデル（マラリア流行の数理モデル）から派生した数理モデル

が複数あり、そのなかでも最も新しい VECTRI モデルは、媒介

蚊の生態も考慮しており、製作者とコンタクトし、プログラム

情報を得た。 

1-3-2. マラリア、肺炎、下痢症

の基本的数理モデル及び統計

モデルを改良または新規作成

する。 

・熱研と JAMSTEC は、マラリア感染件数の時系列及び空間解析

を基に、リンポポ州の降雨量と気温を考慮したいくつかの統計

モデルを開発した。また、上述の VECTRI モデルに気象因子を

含めた数理モデルの開発を行った。 

・南アフリカ側の感染症流行モデル開発を担当する西ケープ大学

（UWC）でも、日本側の研究と平行してマラリア流行の数理モ

デルの開発を行っている。これまでに 1 報の学術論文を国際誌

に発表しており、1 報が審査中である。 

・2015 年 12 月に長崎にて熱研と JAMSTEC 合同のモデル開発セ

ミナーを開催し、日本側研究機関（熱研、JAMSTEC、九州大学）

のマラリア流行予測モデルの性能について検討した。なお、分

散型ラグ非線形モデルに基づき二次感染者数の指標及び降雨量

を考慮して作成したモデルでは、予測期間 3〜4 週間で毎週患者

数の 75％値以上の上昇の予測精度 78％を達成している。 

・肺炎と下痢症に関しては、データベースが完成次第、統計モデ

ルの開発を開始する予定である。 

1-3-3. データベースで得られた

感染症の後ろ向き及び前向き

データ /情報を用いてモデルの

予測性能を検証し、モデルを調

整する。 

・マラリア流行予測モデルの開発を行っている熱研、JAMSTEC、

UWC では、中間レビュー時点で後ろ向きデータを用いて予測

性能の検証とモデルの調整を実施している。 

・肺炎、下痢症についても、データベースが完成次第、モデルの

作成に引き続いて性能の検証、モデルの調整を実施する予定で

ある。 

1-4. 大気−海洋結合モデルを用いた短期気候変動予測システム（SINTEX-F）の高度化（予測精度の

向上、予測情報の局地的な高解像度化、予測リード期間の長期化等） 

1-4-1. 空間高解像度化、物理ス

キーム改善、データ同化による

初期化精度を向上させた新型

の SINTEX-F を開発する。 

・JAMSTEC は先行 SATREPS プロジェクトで開発した SINTEX-F

に基づき、南極の海氷の影響を考慮し、高解像度化した新型の

SINTEX-F2 を 2015 年に開発した。その結果、南インド洋で発

生する亜熱帯ダイポールモード現象の予測精度が改善するとと

もに、南アフリカの夏期降水量の予測精度が向上した。 

・開発自体は終了しているが、今後も引き続き既存の気候モデル

等との相互比較を継続し、予測スキルの向上を行う。 

1-4-2. 既存の SINTEX-F や南ア

フリカの気候モデル等の相互

比較を通して、短期気候変動予
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測モデルのバイアスを低下さ

せる。 
・また、南アフリカ側研究機関の CSIR 及び UP は JAMSTEC と平

行して短期気候変動予測システムの開発を行っており、

JAMSTEC との情報交換や技術交流によって改良を継続してい

る。 

・なお、複数の予測モデルを集約し、両国のマルチモデルによる

アンサンブル予測を配信するシステムの開発を行うことを双方

合意している。 

1-4-3. SINTEX-F の地球規模季

節予測情報を、力学モデル

（WRF）や統計手法を用いて局

地的に高解像度化し（ダウンス

ケーリング）、その予測性能向

上や予測期間の長期化を行う。 

・JAMSTEC と CSIR は、SINTEX-F の地球規模季節予測情報を

10km2 の範囲を予測するダウンスケーリングに成功した。

JAMSTECとCSIRはその力学的ダウンスケーリングモデルの性

能を共同で試験したところ、複雑な地形の影響を受ける南アフ

リカの気温や降水量に関する予測の精度が向上していることを

確認した。 

・さらに、中間レビュー時点では SAWS の気象地上観測データが

利用可能となったことから、中間レビュー以降も衛星からの観

測データを基に地上観測データも使用して、更なる予測性能や

予測リードタイムの向上に向けた研究を継続する。 

1-4-4. 活動 1-4-3 と相互作用的

に、対象地域の気候観測データ

（活動 1-1 より）との相互比較

を通して WRF モデルを高精度

化する。 

1-5. 気候に基づいたマラリア、肺炎及び下痢症の感染症流行予測モデルの開発 

1-5-1. 活動 1-2 の対象疾患の罹

患率/有病率、気候変動、ベクタ

ー間の関係性解析結果を踏ま

え、感染症数理・統計モデルと

改良気候変動予測システムを

連結させて、気候に基づいた感

染症流行予測モデルを作成す

る。 

・熱研と JAMSTEC は、力学的ダウンスケーリングによって提供

された気候予測データをマラリア流行予測モデルと連結させた

「気候に基づいたマラリア流行予測モデル」の開発を 2016 年度

より開始した。 

・2016 年 7 月に長崎にて熱研と JAMSTEC との間で「気候に基づ

いた感染症流行予測モデル」の進捗状況の確認や開発の具体的

な実施手順や方向性について協議を行ったが、中間レビュー時

点で連結したモデルに関する成果は出ていない。 

・また、中間レビュー時点では南アフリカ側研究機関と連結のた

めの具体的な共同研究の進め方や、どのように連結を行うかな

どについての協議は開始されていない。中間レビュー時に実施

された Scientific Meeting を皮切りに、具体的な協議が開始され

る見込みである。 

1-5-2. データベースで得られた

過去数十年の感染症流行やア

ウトブレイクデータ /情報を用

いてモデルの予測性能を検証

し、モデルを調整する。 

・ダウンスケールされた気候予測モデルと感染症流行予測モデル

の連結は、連結の条件が確定できれば 2～3 カ月で完了できると

見込まれており、「気候に基づいた感染症流行予測モデル」の開

発をまずはマラリアを対象に実施する。 

・肺炎及び下痢症については、データベースが完成し、流行予測

のための統計モデル開発が終了した時点で、予測データとの連

結、過去のデータを用いた予測性能の検証と微調整を行う予定

である。 
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成果 2 

気候予測に基づいた感染性疾患流行早期警戒システム（iDEWS）の運用指針がリンポポ州で策定さ

れる。 

活 動 達成事項 

2-1. 流行予測を担当する組織

や流行 /警戒情報発出を担当す

る組織、情報に基づいて対策を

行う組織などによるリンポポ

州 iDEWS 導入準備委員会を立

ち上げる。 

・2015 年 10 月に iDEWS 導入準備委員会設立のための協議が開始

され、南アフリカ側、日本側の研究機関間で開始した。2016 年

4 月には両国の研究者間で 2 回目の協議が行われ、運営規約

（TOR）案や、委員会メンバーの選定等を実施している。 

・現時点では、LDOH（マラリア対策担当官、肺炎対策担当官、

下痢症対策担当官を含む）、LDOH-Malaria、TMI、本プロジェ

クトに参加している南アフリカ及び日本の研究者が正式メンバ

ーとしてノミネートされており、DOH の相当する担当官、国家

災害管理センター（National Disaster Management Centre：

NDMC）、南アフリカ公衆衛生協会（Public Health Association of 

South Africa：PHASA）及び法律顧問（Legal Advisor）を外部ア

ドバイザーとする予定である。議長及び共同議長は第 1 回の準

備委員会開催時に決定する予定としているが、中間レビュー時

点で開催日程は決定していない。 

・プロジェクトでは、iDEWS がリンポポ州や将来的には国家レベ

ルの既存の行政システム（サーベイランスシステムや災害対策

システムなど）の一部として運営されることを想定しているこ

とから、iDEWS の開発は DOH や法律顧問のアドバイスの下で、

実質的な iDEWS のユーザーである LDOH が主体的に実施する

ことが期待されている。 

2-2. アウトブレイク警戒情報

発令の基準を設定する。 

・想定していたリンポポ州の主要メンバーの異動や管理上の問題

により、中間レビュー時点で LDOH や DOH、NDMC からのメ

ンバーの最終的な確認を行っている段階である。当初予定では

準備委員会は 2016 年 3 月までに設立され、警戒情報発令基準設

定以降の活動は 2016 年 4 月から開始する予定であり、約半年の

遅れが出ている。 

・メンバーが確定次第第 1 回 iDEWS 導入準備委員会をリンポポ

州で開催し、感染症流行予測情報伝達方法（アウトブレイク警

報を含む）、提供基準の設定などの運用指針の作成作業をマラリ

アから開始することになっている。肺炎、下痢症の iDEWS 運

用指針作成についても、気候予測に基づく感染症流行予測モデ

ル開発作業と並行して実施する予定である。 

2-3. リンポポ州内の感染症流

行 /警戒情報伝達方法を設定す

る。 

2-4. 定期情報伝達方法、アウト

ブレイク警戒情報発令と対策

行動、情報伝達フォーマット、

運用組織等を含む iDEWS 運用

指針を作成する。 

 

 

成果 3 

iDEWS の予測性能と運用性が実証される。 

活 動 達成事項 

3-1. リンポポ州で iDEWS を試

験運用し、iDEWS の予測性能及

び運用性を評価する。 

・iDEWS の試験運用（活動 3-1）及び机上訓練の実施（活動 3-2）、

iDEWS のモニタリング評価システム作成（活動 3-3）は運用指

針が完成した後に実施する予定である。 
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3-2. リンポポ州において、感染

症アウトブレイク警戒情報発

令と対策行動に係る机上訓練

を実施する。 

・当初計画では 2017年 4月から並行して活動開始することになっ

ている。 

3-3. iDEWS がリンポポ州の感

染症対策に及ぼす影響を分析

するための持続性のあるモニ

タリング評価システムを作成

する。 

 

3-4. 利用可能な他州もしくは

隣国の感染症流行データ、気候

性及び非気候性環境データを

用いて、iDEWS の適用性を検証

する。 

・活動 3-1〜活動 3-3 の実施により iDEWS の予測性能と運用性が

実証された後、他州や隣国への適用性の検証を実施する予定で

ある。 

・当初計画では、2018 年 1 月より実施予定である。 

3-5. 他州や隣国への iDEWS の

展開に向けて、南アフリカや隣

国の気候変動や感染症対策を

担当する行政官、研究者等の関

係者を対象としたワークショ

ップを開催する。 

・これまでにプロジェクトでは以下のようなシンポジウムやワー

クショップ等を実施した。 

－キックオフ・シンポジウム（開催日時：2014 年 8 月 1 日、主

催：ACCESS、場所：プレトリア、対象者：プロジェクト・

メンバー及び関係者、参加者数：42 名） 

－ワークショップ（開催日時：2014 年 10 月 1 日、主催：

LDOH-Malaria 及び SAMRC、場所：グレーター・ギアニ、対

象者：LDOH 及び現地医療関係者、現地コミュニティ代表者、

参加者数：32 名） 

－研究シンポジウム（開催日時：2015 年 1 月 1 日、主催：熱研、

場所：長崎、対象者：南アフリカ及び日本のプロジェクト・

メンバー及び関係者、参加者数：50 名）を開催した。なお、

本シンポジウムには駐日南アフリカ大使も参加。 

－研究シンポジウム（開催日時：2015 年 10 月 1 日、主催：

ACCESS、場所：プレトリア、対象者：プロジェクト・メン

バー及び関係者、参加者数：32 名） 

・このほかにも、ACCESS 及び UL 共同主催による南アフリカ国

内の修士課程の学生を対象にしたレクチャーシリーズ（3 日間）

を 2015 年 10 月に開催した。 

・また、2015 年 1 月 28 日に開催されたシンポジウムに南アフリ

カ側研究者が来日した機会を活用し、翌日に開催された南部ア

フリカ開発共同体（Southern African Development Community：

SADC）メンバー国大使定例会議にプロジェクト・メンバーが

プロジェクトを紹介した。 

3-6. 南アフリカの気候変動や

感染症対策を担当する行政官、

研究者等の関係者と他州への

iDEWS 展開に向けた協議を開

始する。 

・研究成果や活動成果の取りまとめ作業と並行し、他州への適用

に向けた活動を実施予定である。 

・当初予定では、2018 年 1 月より活動を開始予定である。 
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（2）成果の達成 

1） 成果 1 

成果 1 の達成度を以下に示す。 
 

【成果 1】 

特にマラリア、肺炎、下痢症について、気候に基づいた感染症流行予測モデルが開発される。 

指 標 達成度 

1-1. 終了時評価時点までに、

XX のような予測性能を有す

るマラリア iDEWS が開発さ

れている。 

・南アフリカ・日本国側双方の研究機関でマラリア流行予測モデル

の開発が順調に進められている。 

・同様に、南アフリカ・日本国側双方の研究機関で気候予測モデル

の開発は順調に進められており、良好な予測精度を維持した状態

でダウンスケーリングも成功した。 

・気候予測とマラリア流行予測モデルの連結及び iDEWS としての

開発作業はおおむね半年程度の遅延が認められているが、中間レ

ビュー時点としての進捗としてはおおむね順調と考えられ、プロ

ジェクト期間終了までに予定された活動は完了できる見込みで

ある。 

1-2. 終了時評価時点までに、

YY のような予測性能を有す

る肺炎 iDEWS が開発されて

いる。 

・中間レビュー調査時点で、リンポポ州の病院データのデータベー

ス化が大きく遅延しており、肺炎、下痢症とも流行予測モデル開

発が開始できていない。 

・中間レビュー時点では、おおむね半年～1 年程度の遅れと考えら

れるが、保険会社から得た情報では、肺炎、下痢症とも気温及び

降雨量との強い相関を示すデータを得ていることから、マラリア

流行予測モデル開発のノウハウを活用して、流行予測のための統

計モデル開発は比較的短期間で実施できることが見込まれてい

る。 

・指標 1-1 で示したとおり気候予測モデルはおおむね完成している

ことから、プロジェクト期間終了までの肺炎 iDEWS 及び下痢症

iDEWS 開発に向けて、研究活動を加速する予定である。 

1-3. 終了時評価時点までに、

ZZ のような予測性能を有す

る下痢症 iDEWS が開発され

ている。 

1-4. C/P研究者である iDEWS、

感染症数理・統計、短気気候

変動予測システム、気候変動

と感染症に関する学術論文

が、ピアレビューのある国際

専門誌にそれぞれ 4 報以上掲

載されている。 

・中間レビュー調査までに、既に iDEWS に関した論文 1 報、感染

症数理・統計モデルに関した論文 2 報、短期気候変動予測システ

ムに関する論文 11報が審査のある国際専門誌に発表されている。 

・中間レビュー時点で投稿中の論文もいくつかあり、中間レビュー

以降も活動の進捗に従って更に多くの研究成果が創出され、国際

的な学術誌等を通して発表されることが見込まれる。 

 

JAMSTEC は CSIR と協力しながら、海氷を考慮した高解像度化した新型の大気−海洋結

合モデルを用いた短期気候変動予測システム（SINTEX-F2）の開発に成功し、南部アフリ

カの気候予測の精度が大幅に向上した。また、SINTEX-F2 による地球規模季節予測情報の

局地的高解像度化（ダウンスケーリング：約 10km2 程度）にも成功している。これと並行

して、南アフリカ側研究機関も気候予測モデルの開発を行っており、集合予測も含め、ど

のように感染症流行予測モデルに気候予測情報を提供するか具体的な検討を開始した段

階である。 
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他方、感染症流行予測モデル開発に関しては、マラリアに関してはおおむね順調である

が、指標の達成度でも示したとおり肺炎及び下痢症については、病院データのデータベー

ス化が当初計画より大幅に遅れていることから、流行予測モデル開発が開始できていない。

しかしながら、民間病院の保険申請データや OTC 止瀉治療薬販売量データからは、肺炎、

下痢症ともに気象データ（気温及び降水量）と一定の相関関係があることを示唆する予備

試験結果も得られている。また、西ケープ州のデータから冬期の気温が 1℃上昇すると下

痢症患者数が 20％上昇するとの予備的な分析結果が得られている。プロジェクトはこれら

の知見を基に、中間レビュー以降のモデル開発研究を加速させ、2017 年 3 月頃をめどにす

べての感染症流行予測モデルの開発を終了する予定である。 

なお、これまでの研究成果は感染症流行予測モデル開発、気候変動予測システム開発に

関連した学術論文を国際専門誌に 14 報発表している。今後はこれまでの研究テーマに加

え、肺炎及び下痢症流行予測モデル開発や iDEWS 開発にかかわる実地研究（オペレーシ

ョンズ・リサーチ）、蚊の生態などの研究の結果が蓄積されることから、今後も数多くの

研究成果が学術誌に発表されることが見込まれる。 

2） 成果 2 

成果 2 の達成度を以下に示す。 

 

【成果 2】 

気候予測に基づいた感染性疾患流行早期警戒システム（iDEWS）の運用指針がリンポポ州で策定さ

れる。 

指 標 達成度 

2-1. 中間レビューまでに、

iDEWS運用準備委員会が立ち

上げられている。 

・これまでに iDEWS 導入準備委員会立ち上げに向けて南アフリカ

側、日本側のプロジェクト実施機関で 2回の事前協議が実施され、

想定されるメンバー表や運用規約案が作成されている。 

・LDOH の主要メンバーの異動等もあり、中間レビュー時点では委

員会メンバーの最終的な確認を行っている段階である。メンバー

が確定次第、第 1 回委員会を開催し、議長及び協働議長の選定を

行う予定である。 

2-2. 2017 年 10 月までに、

iDEWS運用指針がリンポポ州

の関係当局で検討されてい

る。 

・iDEWS 準備委員会の活動はおおむね半年程度の遅延が認められ

ている。また、気象予測に基づいた感染症流行予測モデル開発は、

特に肺炎、下痢症については半年〜1 年程度遅延している状況で

ある。 

・iDEWS 委員会が正式に活動開始した後は、順調に進捗している

マラリアから iDEWS 運用指針の作成作業を開始する予定であ

る。 

 

プロジェクトの前半は成果 1 の下で iDEWS の基礎となる研究成果の創出に南アフリ

カ・日本国側双方とも注力してきた。プロジェクトの 2 年目頃からは iDEWS 準備委員会

の設立に向けた準備を徐々に開始したが、LDOH で本プロジェクトの窓口となる人材の異

動等により、中間レビュー時点では委員会設立に向けた最終的な準備を進めているところ

である。しかしながら、委員会の運用規約が作成されていることから、メンバーが確定で

き次第、プロジェクトは iDEWS 準備委員会の下で運用指針の完成に向けて活動を加速す
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る予定である。なお、メンバーには LDOH が主体となり、LDOH-Malaria、TMI などのリ

ンポポ州のメンバーに南アフリカ及び日本のプロジェクト研究機関が支援する形で運営

される予定である。また、将来の他州への展開や iDEWS を行政システムの一部とするこ

とを念頭に、DOH や NDMC 法律顧問なども外部サポーターとして参加する予定である。 

他方、今後は研究開発から研究成果の社会実装のための活動にシフトする。主要なプレ

イヤーも LDOH をはじめとしたリンポポ州の保健関連の実務者となるため、プロジェクト

全体としてはおおむね 6 カ月程度の遅れが出ていることも考慮し、より綿密なプロジェク

ト進捗管理が必要となる。 

3） 成果 3 

成果 3 の達成度を以下に示す。 

 

【成果 3】 

iDEWS の予測性能と運用性が実証される。 

指 標 達成度 

3-1. 2018 年 5 月までに、

iDEWSの予測性能と運用性が

リンポポ州での導入試験によ

り評価されている。 

・iDEWS 予測性能と運用性評価は運用指針が完成した後に実施す

る予定である。 

 

3-2. 2019 年 2 月までに、

iDEWSの他州や隣国を含む他

の地域での適用性がしかるべ

き関係当局に提示されてい

る。 

・iDEWS の他州や隣国への適用に向けた関係当局との協議は、予

測性能と運用性評価後に実施される予定である。 

・しかしながら、マラリア流行予測モデルの予測スキル向上と効果

的な対策に向けて、プロジェクトはモザンビークの保健省及びマ

ラリア対策センターと協力の可能性について協議を開始してい

る。中間レビュー調査期間に開催される Scientific Meeting には、

モザンビークから保健省公衆衛生局局長と他マラリア対策プロ

グラムの責任者の参加も得ており、将来の iDEWS 適用も含めた

協力に向けての関係構築が開始されている。 

 

「成果 2 の達成度」で示したとおり、現時点では具体的な iDEWS 開発に向けた活動は

リンポポ州で開始されておらず、中間レビュー以降はより綿密なプロジェクト進捗管理の

下でプロジェクト活動が加速される必要がある。 

他方、指標の達成状況に示したとおり、隣国への iDEWS 適用も視野に入れた協力の可

能性についてモザンビークの関係当局と協議が開始されている。また、国内の他州への適

用を念頭に、プロジェクトはマラリア患者の発生が報告されているムプマランガ州とクワ

ズル・ナタール州について SAMRC が過去データの収集を開始しており、マラリア流行予

測モデルの予測スキルをそれらの州のデータを使用してプロジェクト期間終了までに検

証することも予定している。肺炎及び下痢症についても、西ケープ州とハウテン州のデー

タを保険会社から入手済みであり、他州への適用性の検証が可能である。 
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（3）プロジェクト目標の達成度 

【プロジェクト目標】 

南部アフリカへの適用に向けた先駆けとして、感染症対策のための気候予測に基づいた早期警戒シ

ステムモデルが確立される。 

指 標 達成度 

1. プロジェクト期間終了まで

に、iDEWS、運用指針、運用コス

ト等が他の地域への展開に向け

た先駆モデルとしてパッケージ

化されている。 

・これまでのプロジェクト活動全体としては、半年～1 年程度の

遅延がある状況であることから、現時点でプロジェクト期間

終了までに iDEWS 展開に向けたパッケージ化、南アフリカの

感染症対策ツールとしての関係機関への提示が確実になされ

るかの見込み判断は困難である。 

2. プロジェクト期間終了まで

に、iDEWS が（感染症対策の）

ツールとして南アフリカの関係

機関に提示されている。 

 

プロジェクト期間前半は、主に「研究」活動を主体とした技術面の確立が活動の中心であ

ったが、中間レビュー以降はリンポポ州内での iDEWS 運用指針の作成や予測性能・運用性

の確認、他州や隣国への展開のための iDEWS パッケージ化など、研究成果の社会実装（気

候予測に基づいた感染症早期警戒システムの実用モデルとしての確立）のための活動が中心

となる。そのため、プロジェクト活動はユーザーとなる LDOH 等南アフリカ側行政機関の強

いリーダシップやオーナーシップが発揮されることが必要であり、同時に、6 カ月程度の遅

れも認められることから、プロジェクト期間終了までにモデルの開発を 3 つの対象疾患すべ

てで達成するためには、厳格な進捗管理を行うことが求められる。 

警報発令などの基準、予測情報に基づいた LDOH などの行政機関の対応、実際の iDEWS

運用の責任機関などは疾患ごとに異なる。また、特に肺炎や下痢症については、その原因に

よって取り得る対策などが異なる可能性もあり、流行予測に基づいた具体的な対応の基準、

方法の決定は、感染症サーベイランス・レスポンスに十分な知識・経験を有した専門家の投

入も必要となるかもしれない。 

他方、本プロジェクトでは JICA 技術協力として南アフリカの感染症対策に資する具体的

な結果を創出することと同時に、組織機能強化や人材育成を行うことも求められる。しかし

ながら、国際共同研究としての観点では南アフリカの研究機関の技術力は高く、イコール・

パートナーとして共同研究を進めている。本プロジェクトでは中間レビューまでに既に気候

変動予測モデル開発、感染症流行予測モデル開発で合計 14 報の学術論文を発表しており、今

後も多くの論文が発表されることが見込まれている。このことは、SATREPS として研究成果

を創出する目的にかなうだけでなく、間接的に両国の研究機関の研究能力の向上を示唆する

ものである。中間レビュー以降はこれらの研究成果に基づいて iDEWS 開発を行うことによ

り、リンポポ州の感染症対策や災害対策にかかわる実行力強化がなされることが期待される。 

 

３－３ 実施プロセスの検証 

（1）プロジェクト活動の進捗 

これまで示してきたとおり、気候変動予測モデル開発にかかわる共同研究は順調に進捗し
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ており、これまでに既に 11 報の学術論文が国際専門誌に発表されている。ただし、南アフリ

カの外部協力機関として位置づけられていた ARC が所有する自動気象観測装置から地上観

測データを入手することを想定していたが、実際にはデータ提供の協力を得ることができな

かった。地上観測データは気候変動予測モデルの予測スキルの検証に使用するため、モデル

開発には障害とはなっていない。中間レビュー時点ではリンポポ州内に設置したプロジェク

トの自動観測装置や SAWSのデータが利用可能となったことから、リンポポ州内だけでなく、

南アフリカ全土の地上気象観測データが利用できるようになっている。 

これに対し、感染症流行予測モデル開発に関しては、マラリアについてはおおむね順調に

進捗しているが、病院データのデータベース化が遅延し、そのデータを活用して実施される

肺炎及び下痢症の流行予測統計モデル開発に半年～1 年程度の遅延が生じている。しかしな

がら、中間レビュー時点でデータベースの構築作業は終了に近づいており、プロジェクトの

見立てでは 2107 年 3 月頃までには肺炎、下痢症それぞれについて流行予測モデルを開発でき

ると見込んでいる。 

他方、iDEWS 開発に向けた準備委員会の設立もリンポポ州本プロジェクトの窓口となって

いた人材の異動等により、中間レビュー時点でメンバーの最終確定段階にあり、半年程度の

遅れが生じている。 

 

（2）プロジェクト管理と関係者間のコミュニケーション 

実際の共同研究を行うために必要な南アフリカの研究機関が再検討され、プロジェクトが

開始されてから現在までに NICD、SAWS、UP、UV がプロジェクトの実施機関に加えられ、

NDMC、九州大学が外部協力機関となった。これにより、本プロジェクトの実施機関は外部

協力機関を含め南アフリカ側で 14 機関、日本側 3 機関の合計 17 機関となった。 

これは他の感染症分野の SATREPS プロジェクトのなかでも圧倒的に参画機関数が多く、

連絡調整の困難さがうかがえるが、特に気象学研究グループの多くは過去の SATREPS プロ

ジェクトから協力関係が継続されており、感染症研究グループとも南アフリカに駐在してい

るプロジェクト業務調整員（JICA 専門家）の丁寧な連絡調整管理により、円滑なコミュニケ

ーションが維持されていることから、これまで適切なプロジェクト管理が実施されてきたと

考えられる。 

 

（3）オーナーシップ及び自立性 

本プロジェクトに参加している南アフリカ側の研究機関、大学の研究開発能力は一定のレ

ベルに達しており、日本研究機関とイコール・パートナーとして共同研究を進めている。し

かしながら、スーパーコンピュータを使用した短期気候予測モデルや感染症流行予測モデル

開発には日本の研究機関優位性もあり、南アフリカ側研究機関の本プロジェクトを通した技

術開発、技術向上への意識は非常に高い。したがって、それぞれの研究機関がそれぞれの研

究テーマで自立的に研究を進めながらも、カンファレンスなどの直接的な協議だけでなく、

email や電話などで頻繁に技術的アドバイスや情報提供、研究成果に対する合同評価などを効

果的に実施していることから、共同研究実施にかかわるオーナーシップ及び自立性は非常に

高いと考えられる。 

しかしながら、プロジェクト開始当初は一部の南アフリカ側研究機関と日本側研究機関の
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間で、プロジェクトで実施する研究の内容・目的や進め方について認識の齟齬があった。プ

ロジェクトが進捗するにつれて共通認識が得られるようになり、中間レビュー調査ではおお

むね問題は解消している。 

他方、前述のとおり、中間レビュー以降は気候変動に基づいた感染症早期警戒システムの

開発を主導的に行うことから、LDOH をはじめとしたリンポポ州の行政機関のオーナーシッ

プや自立性が今後強く発揮されることが求められる。なお、活動 3-5 で示したとおり、プロ

ジェクトは中間レビューまでに南アフリカで多くの研究シンポジウム、ワークショップを行

っている。また、リンポポ州で実施したレクチャーシリーズ等などもリンポポ州の関係機関

の本プロジェクトの研究を理解する機会となり、iDEWS 開発やリンポポ州での導入に大きな

関心と期待を寄せていることが確認されたため、リンポポ州行政機関の本プロジェクトへの

コミットメントも期待できる。 
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第４章 評価結果 
 

４－１ 妥当性 

プロジェクトの妥当性はこれまで高く維持されている。 

 

（1）南アフリカにおける保健政策・科学技術政策やターゲットグループのニーズとプロジェク

ト目標の一致性 

南アフリカを含む南部アフリカ諸国では感染症は依然として脅威であり、下痢症及び肺炎

は南アフリカにおける 5 歳未満児死亡の上位 2 原因（それぞれ、21.4％、16.2％：2007 年）

である7。マラリアについては他の南部アフリカ諸国と比べるとよく制御されているが、モザ

ンビークやジンバブエなどのマラリア浸淫国に国境を接している南アフリカ北東部、特に本

プロジェクトの対象地域であるリンポポ州は依然としてマラリア感染リスクにさらされてい

る8。このような状況において DOH は「戦略計画 2015-2010」のなかで感染症対策の強化を

国家プログラム「一次医療サービス」に位置づけ、感染症サーベイランスシステムの強化や

国際保健規則（International Health Regulation：IHR）に沿った公衆衛生上の緊急事態への備え

と対応能力強化を推進するとしている。また、南アフリカ政府は日本との科学技術協力の実

施を重視しており、2014 年に DST と在南アフリカ日本大使館が共同で発表した“South 

Africa-Japan Cooperation in Science and Technology”のなかでも南アフリカでの科学技術協力

における JICA の重要性や SATREPS の役割などが明記されるとともに、本プロジェクトの内

容も紹介されている。 

以上のことから、本プロジェクトを通じた南アフリカ・日本国側双方の研究機関の技術力

向上や根拠（研究成果や新規知見など）に基づいた感染症対策を行う本プロジェクトの目的

と南アフリカの保健政策、科学技術政策並びにニーズとの一致性は高く維持されている。 

 

（2）日本の援助方針とプロジェクト目標の一致 

わが国の ODA 方針においても感染症対策を重要視しており、2013 年 6 月の第 5 回アフリ

カ開発会議（TICAD V）で合意された「横浜宣言 2013」の具体的施策となる「横浜行動計画

2013-2017」でも感染症対策の重要性が改めて示されるとともに、気候変動に対する取り組み

を多セクターで行うことの重要性も示されている。2016 年 8 月に実施された TICAD VI で採

択された「ナイロビ宣言」では、「横浜宣言」及び「横浜行動計画」は 2019 年の次回 TICAD

まで有効であることが確認されている。 

また、TICAD VI に向けて外務大臣科学技術顧問によって作成された提言「科学技術・イ

ノベーションの力でアフリカを豊かに」には、「人材育成を通じたアフリカの科学技術水準の

向上」及び「研究開発の成果を社会全体へ還元」は、まさに SATREPS の理念と一致するも

のであることから、本プロジェクトはわが国の科学技術外交戦略に一致するものである。 

したがって、気候変動予測に基づいた感染症早期警戒システムの確立をめざす本プロジェ

クトと、わが国の国際保健政策並びに科学技術外交戦略との一致性も高い。 

 
7 UNDER-5 MORTALITY STATISTICS IN SOUTH AFRICA：Shedding some light on the trend and causes 1997-2007; April 2012, the 

Burden of Disease Research Unit, the South African Medical Research Council 
8 World Malaria Report 2015, WHO 



－23－ 

（3）気候変動予測に基づいた感染症対策に関する国際的要求について 

WHO は地球温暖化などの気候変動が感染症など人の健康に対する影響について対策の必

要性を明確に示している。特に“WHO Global Programme on Climate Change & Health”（2016）

のなかで気候変動と健康に関する科学的根拠を得ることの重要性を示している。したがって、

本プロジェクトを通じて気候変動とマラリア、肺炎、下痢症との相関関係や気候変動に基づ

いた感染症流行予測モデルの開発、予測情報に基づく行政的な対応などに関する科学的分析

は、このような国際的要求にもかなうものと考えられる。 

気候や気象に基づく感染症流行予測モデルの開発は学術的に多くの専門家により実施さ

れているが、予測情報を実際の行政システムに活用している例はほぼなく、数カ月の予測期

間で精度の高い局地的感染症流行予測モデルに基づいた感染症対策や災害対策が南アフリカ

で確立すれば、国際的に世界初の事例を提示することになる。 

 

（4）実施方法の適切性 

1） 確定診断名でない「肺炎」及び「下痢症」を対象として iDEWS を開発することの論理

的根拠 

「肺炎」は肺の炎症性疾患の 1 つの状態であり、病原体の感染以外にも、薬剤性肺炎な

ど感染以外の原因で発生する場合がある。同様に、「下痢症」も感染性、非感染性の原因

で発生する。病原体もウイルスや細菌、真菌などさまざまな種類があり、それぞれの種類

のなかでも、原因によっては予防対策や治療が異なる。つまり、肺炎や下痢を起こす原因

は多種多様であり、発症にもさまざまな要因が影響することが考えられる。また、コレラ

以外の下痢症は、マラリアのような災害レベルのアウトブレイクを起こすことはまれであ

り、通常の下痢症や肺炎は季節変動の範囲内で対応できる場合がほとんどである。このよ

うな条件下で、「果たして気候変動予測という限定的な要素が肺炎や下痢症の発生にどれ

だけ影響するのか」や「季節変動の範囲内での対応が主である疾患に対して、予測システ

ムを用いた行政対応が必要なのか」などの疑問がレビュー・チームほか関係者内で惹起し

た。 

これに対し、プロジェクトは予備的な分析ではありながらも、「肺炎」及び「下痢症」

が気温や降雨量などの気候に強い相関があることを示唆するデータを得ており、また、冬

期では 1℃の気温上昇で 20％の下痢症患者数の増加が起こることを示す分析結果を得てい

ることから、肺炎及び下痢症に対する iDEWS 開発の必要性を説明している。また、特に

南アフリカの地方部ではコレラ以外の下痢症や肺炎の原因について通常は確定診断を得

ることが困難であるため、「肺炎」や「下痢症」という疾患群診断名である。しかしなが

ら、これら疾患群と気候変動の間に一定程度の因果関係が確認されたことから、マラリア

に比較して圧倒的に患者数や死亡者数の多い肺炎、下痢症の患者数増加などの予測情報を

保健局や医療施設が得ることは、都市部と比較して医療環境が劣る地方部では予防対策や

備えを行ううえで重要であり、本プロジェクトで数カ月以上の予測期間で流行予測情報を

得ることのニーズは非常に高いことが、LDOH などのリンポポ州の C/P だけでなく、南ア

フリカの研究者との面談調査を通じて確認された。 

しかしながら、原因によって予防対策や治療法は異なることに変わりがないため、特に

成果 2 の下で実施される運用規定の作成、特に関係者間で「肺炎」や「下痢症」をどのよ
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うに定義し、流行予測情報に従ってどのような対応を行うかについては、当該分野の専門

家の協力も得て、利用可能なエビデンスに基づき、リンポポ州の環境も考慮して慎重に決

定されることが肝要である。 

2） ジェンダーや民族、社会的階層、環境等に対する配慮 

本プロジェクトはマラリア、下痢症、肺炎の流行予測に基づいた警戒システムの開発を

行うものであり、直接的に感染性物質等を取り扱うことはないため、環境や専門家（研究

者）の健康被害等に対する特別な配慮は要しない。 

他方、南アフリカの研究機関の技術力は比較的高いが、地方の大学等では学生が先端的

な研究に触れる機会は限定的である。プロジェクトでは修士課程の学生を対象にレクチャ

ーシリーズを実施したが、開催場所はプロジェクトサイトであるリンポポ州とし、UL や

ジンバブエ国境付近の UV の学生が参加できるよう配慮した。 

 

４－２ 有効性 

以下の理由から、中間レビュー調査時点でのプロジェクトの有効性はおおむね高い。 

 

（1）プロジェクト目標の達成見込み 

プロジェクト目標の達成度で示したとおり、プロジェクトの前半では気候変動予測モデル

の開発・改良や感染症流行予測モデル開発など、iDEWS の構築の基礎となる技術開発を中心

に実施した。 

特に気候変動予測モデルの開発については、SINTEX-F に南極の海氷の影響を考慮した改

良を加えたことにより短期気候予測システムの高度化（SINTEX-F2 の開発）に成功した。

SINTEX-F2 の開発は気候変動予測モデル開発の分野では、1 つのブレイクスルーといえる成

果と考えられる。南アフリカ側でも独自の気候予測モデルの開発を日本側の直接的・間接的

協力を得ながら実施しており、中間レビューまでに同分野で既に 11 報の学術論文が国際誌に

発表されている。 

他方、感染症流行予測モデル開発については、マラリアでは順調に進捗しているが、肺炎

や下痢症については紙ベースの病院入院情報の電子化とデータベース化に遅れが生じており、

中間レビュー時点でモデル開発に至っていない。しかしながら、既にマラリア流行予測モデ

ル開発で 3 報の学術論文が国際誌に掲載されている。プロジェクトはデータベース化が完了

できれば、マラリアでのモデル開発のノウハウを活用して肺炎及び下痢症の流行予測モデル

開発は比較的短期間で実施できることを見込んでいる。 

中間レビュー以降は、少なくとも数カ月の予測期間で一定の予測精度を保証するような気

候予測モデルと感染症流行予測モデルの連結のための研究が速やかに進められることが見込

まれており、気候変動に基づいた感染症流行モデル開発にかかわる研究成果も学術誌に多く

投稿されることが見込まれる。また、このように数多くの学術論文が国際誌に掲載されたこ

とは、南アフリカ・日本国側双方の研究機関の機能強化や研究者の能力強化を間接的に証明

していると考えられる。 

このように、これまでに多くの研究成果が得られ、研究機関の組織機能強化、人材育成も

達成していると考えられることから、中間レビュー時点でのプロジェクトの有効性は、特に

学術的側面で非常に高いと考えられる。 
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しかしながら、本プロジェクトの目標は根拠に基づいた感染症対策のための気候予測に基

づいた早期警戒システムモデルを開発することであることから、プロジェクト全体の有効性

を担保するためには、中間レビュー以降に本格的に実施される「研究成果の社会実装」の成

功が必要である。プロジェクト全体としては約半年、計画からの遅れが認められることから、

プロジェクト期間終了までに予定した活動を完遂するには、より厳密な進捗管理が求められ

る。また、特に肺炎及び下痢症の iDEWS 開発には、「４－１ 妥当性」で示したとおり、可

能な限り専門性と十分な経験を有する専門家の協力の下で、根拠に基づいた運用指針の作成

が行われることが必要である。 

 

（2）成果及びプロジェクト目標達成のための外部条件 

成果達成のための外部条件「プロジェクトの外部協力機関（DOH、SAWS、ARC、公共建

物管理者等）から、プロジェクト活動の実施に必要な協力が得られる」の現状 

活動 1-1-4 に示したとおり、気象の地上観測データは ARC 及び SAWS により提供されるこ

とを想定していたが、ARC からデータ提供の協力は得られなかった。SAWS についてはデー

タ提供に必要な契約に想定以上の時間がかかったが、2016 年 8 月に契約が締結され、データ

入手が可能な状況となっている。なお、地上観測データはダウンスケーリングされた気候予

測の予測精度検証に使用されたため、この遅延が SINTEX-F2 開発そのものには影響していな

い。 

なお、SAWS 及び NICD はプロジェクト開始当初は外部協力機関だったが、2015 年 10 月

の第 2 回 JCC でプロジェクトの実施機関として承認されている。 

 

（3）有効性への促進要因 

本プロジェクトには実施機関だけで非常に多くの機関（合計 15 機関）が参加しているが、

気候変動予測モデル開発にかかわる研究グループ、感染症流行予測モデル開発にかかわる研

究グループともに、email や電話などを通して頻繁に連絡、協議等が行われている。このこと

は遠く離れた南アフリカと日本で共同研究が順調に実施され、上述したような研究成果が得

られたことの一因と考えられる。 

 

（4）有効性に対する阻害要因 

病院入院情報の電子化とデータベース化については、南アフリカ側の投入で実施されるこ

とで合意していた。紙ベースの入院情報約 28,000 件を電子化し、更にデータベース化するに

は相当な労力が必要であり、そのための外注費の分配が必要だったが、南アフリカ側でその

ための予算が使用できるようになるまでに予想以上の時間を要した。 

このことにより、肺炎及び下痢症の感染症流行予測モデルの開発作業が大きく遅延し、本

件は有効性に対する阻害要因と整理できる。 

 

（5）その他 

プロジェクト開始後、DOH、LDOH 及び CSIR のプロジェクト・メンバーが異動となり、

プロジェクトを離れた。それに伴い、新たなメンバーに対して協力関係を構築するために日

本側プロジェクト・メンバーは一定の努力と時間を要した。また、プロジェクトの研究活動
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に参加していた南アフリカの若手研究者数名に入れ替えがあったが、プロジェクト・メンバ

ーの努力によってプロジェクト活動実施に対する負の影響は回避されている。 

また、南アフリカでは蚊の密度がそれほど高くなく、加えて、エルニーニョ現象の影響も

あり野生の蚊の捕獲数が減少し、蚊の生態や殺虫剤耐性などの研究は十分できていない。し

かしながら、マラリア流行予測モデル開発には蚊の生態に関する情報が必須ではないため、

これまでのモデル開発への影響はほぼない。今後、蚊の研究が進捗すれば、漸次、モデルの

改良に生かされる見込みである。 

 

４－３ 効率性 

予期しない外部要因により一部の研究活動に遅延が生じたため、中間レビュー時点でのプロジ

ェクトの効率性は中程度である。 

 

（1）プロジェクト活動の進捗管理 

本プロジェクトは 2014 年 5 月に開始のための MOU に署名がなされたが、南アフリカ（リ

ンポポ州及びプレトリア）に駐在する 2 名の長期専門家（それぞれ研究者、業務調整員）の

着任が同年 10 月となった。そのため、実質的なプロジェクト活動の開始は同年 10 月からと

なり、研究機器の導入やデータ収集活動開始に若干の遅延が生じた。また、南アフリカ側研

究機関間の共同研究実施のための MOU 締結に想定以上の時間を要し、気象地上観測データ

の入手などに遅延が生じた。 

特に、これまで示してきたとおり、南アフリカ側の病院入院データのデータベース化のた

めの予算が利用できるようになるのが 2016 年に入ってからとなったため、肺炎及び下痢症の

流行予測モデル開発が中間レビュー時点で開始されておらず、おおむね半年から 1 年程度の

遅延と考えられる。また、iDEWS 準備委員会の設立も LDOH の主要なメンバーの異動等に

より中間レビュー時点でメンバーの最終化を行っている段階である。本件も当初予定から約

半年程度の遅延である。 

しかしながら、プロジェクト運営としては中間レビューまでに実施された 2 回の JCC に加

え、南アフリカ・日本国側の双方で実施されたシンポジウムの機会及び日常的な email や電

話会議等で、研究の進捗や成果創出状況の管理はおおむね適切に実施されてきたと考えられ

る。このことは、「４－２ 有効性」の項で示したとおり、プロジェクト活動としては半年～

1 年程度の遅延が認められながらも、中間レビュー時点で多くの研究成果を創出しているこ

とで説明できる。遅延の原因はプロジェクト外部の要因であったが、特に南アフリカ側 C/P

は活動予算確保や iDEWS 組織化に最大限の努力を行っており、これまでの進捗管理そのも

のに大きな問題があったわけではない。 

とは言え、中間レビュー以降は肺炎及び下痢症の流行モデル開発を加速させるとともに、

気象予測モデルと感染症流行モデルの連結作業と予測期間及び予測精度の検証などの研究活

動に並行して、いよいよリンポポ州においてこれら研究成果の社会実装（iDEWS 運用指針の

作成や運用性の検証など）へとプロジェクト活動はシフトする。つまり、プロジェクトの実

施者もこれまでの研究者に加え、リンポポ州の行政組織が主体的に活動することとなる。ま

た、iDEWS は将来的には感染症サーベイランスや災害対策のメカニズムに組み入れられるこ

とを念頭においていることから、iDEWS 適用に向けたプロジェクト活動は南アフリカの法
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的・倫理的基準に沿って実施される必要がある。以上のことから、中間レビュー以降はより

厳密な進捗管理、成果管理を行うことが強く求められる。 

 

（2）提供された機器及び材料の有効利用 

南アフリカ側の既存の研究機器を最大限に活用して研究活動が実施されており、本プロジ

ェクトでの研究機器等の導入はそれほど多くないが、中間レビューまでに、予定された研究

機器の整備導入はおおむね終了した。 

使用目的や環境によって使用頻度に差はあるが、導入された研究機器等はプロジェクトの

活動のために使用されており、維持管理も適切に実施されていることが確認されている。 

 

（3）本邦研修で獲得した知識・技能の有効利用 

これまでに 3 名の南アフリカ側若手研究者が日本の研究機関で短期の研修を受講した。獲

得した知識や技術は特に中間レビュー以降のデータ収集作業や分析に活用される見込みであ

る。 

中間レビュー以降も本邦研修で若手研究者数名を日本の研究機関へ派遣することが予定

されている。特に気候変動予測グループからは、南アフリカにとって新しい全球海洋モデル

化技術を習得予定で、習得した技術は南アフリカの他の研究者に共有されることが予定され

ている。また、感染症流行予測モデルグループからも、南アフリカ側で作成したモデルと日

本側のモデルを比較検討することによって、モデルの微調整を行う予定である。 

 

（4）外部リソースとの連携 

1） 最新のマラリア流行予測数理モデル（VECTRI モデル）の共同開発 

日本側研究機関は VECTRI モデルの情報（ソースコード）を開発者（イタリア人研究者）

より提供を受け、共同で改良を行っている。本モデルは蚊の生態も考慮に入れて予測を行

うものであり、本プロジェクトで開発したマラリア流行予測モデルのなかでも最も有力な

モデルの 1 つとして認識される。 

2） マラリアサーベイランスシステム向上に向けた現地 NGO との連携 

マラリア流行予測モデルの予測スキル検証やマラリア iDEWS の効果的な運用には、元

情報となるサーベイランスシステムが適切に機能することが必要である。リンポポ州のマ

ラリアサーベイランスシステム向上に向けて、プロジェクトは当初、熱研がケニアで実施

している SATREPS プロジェクトで確立した携帯電話を用いた感染症報告システムをリン

ポポ州に適用することを検討しており、リンポポ州で開催されたシンポジウムでも同プロ

ジェクトの専門家を招へいし講演を実施した。 

しかしながら、その後、同州でクリントン財団の支援を受けた現地 NGO が同様のシス

テムを用いた報告システム向上のための支援を開始したため、本プロジェクトでは活動の

重複回避、活動の効率化を念頭にケニアのシステムの導入は行わず、現地 NGO と協力、

側面支援して現地マラリア報告システムの向上を行うこととした。上記した報告システム

によって、マラリア患者発生情報は 24 時間以内に TMI にも報告されるようになった。TMI

は報告に基づき、ただちに周辺住民に対する非症候性マラリアの調査を実施できるように

なった。 
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3） マラリア自動診断装置の開発公益社団法人グローバルヘルス技術振興基金の資金援助

を得て、産業技術総合研究所、パナソニック株式会社、熱研が共同で新型マラリア自動診

断装置の開発を進めており、ほぼ完成の状態である。プロジェクトでも試験導入を検討し

ている。 

本装置は既存の簡易診断キット等よりも操作が簡便で精度・特異度とも高く、電池やソ

ーラーパネルで駆動する。2016 年 8 月にケニアで開催された TICAD VI でも紹介され、注

目を集めている。 

 

（5）効率性に対する促進要因 

これまで示してきたとおり、本プロジェクトに実施機関として参加している南アフリカ側

研究機関は 15 機関である。これらの機関はプレトリア、リンポポ、ダーバン、ケープタウン

など南アフリカの広範囲に点在している。 

このような環境でありながらも、南アフリカに駐在している JICA 専門家（業務調整）は

南アフリカ・日本間だけでなく、南アフリカ内の研究機関間の連絡調整を綿密に実施してお

り、双方の研究機関による信頼も厚く、円滑な共同研究の運営管理に大きく貢献していると

考えられる。 

 

（6）効率性に対する阻害要因 

南アフリカ側のある実施機関は学生等に対する人材育成等に関しては大きなコミットメ

ントがなされたが、諸事情により分担されていたある研究活動が主体的に実施されず、南ア

フリカに駐在する日本人研究者（JICA 専門家）が代わりに実施することによって、プロジェ

クトの進捗に対する負の影響を回避することができた。 

本件は、同機関からプロジェクトに対して必要な投入が実施されなかったとの観点から、

本プロジェクトの効率性を一定程度阻害したと考えられる。 

 

４－４ インパクト 

プロジェクトの実施によって、以下に示す正のインパクトが確認または期待されている。 

 

（1）想定される上位目標達成の可能性 

SATREPS では上位目標の設定は必ずしも必要とされていない。しかしながら、SATREPS

は研究成果の社会実装を強く意識した事業であり、プロジェクト目標にも「南部アフリカへ

の適用に向けた先駆けとして」と、感染症対策のための気候予測に基づいた早期警戒システ

ムモデルがプロジェクト期間終了後に南アフリカの自助努力によって他地域に適用されるこ

とを念頭においている。 

南アフリカのマラリアの多くはモザンビークやジンバブエの国境付近で発生しているこ

とから、プロジェクトは対象サイトをリンポポ州としている。これまでの研究により、リン

ポポ州でのマラリア患者数はモザンビーク南部及びジンバブエ南部の降水量と 3 カ月のラグ

で正の相関があることが明らかとなった。また、リンポポ州でのマラリア患者には一定の割

合で隣国からの流入があることも示唆されており、マラリア流行予測モデルの予測スキル向

上にはモザンビークなど隣国の情報も解析できることが望ましい。プロジェクトは既にモザ
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ンビーク保健省や同国マラリア対策プログラム担当官と協力の可能性について協議を開始し

ている。研究面での協力が得られれば、将来的にはより患者数の多いモザンビーク等への

iDEWS 適用なども可能性が高まるものと考えられる。 

しかしながら、南アフリカの他州や隣国への適用を実現するには、プロジェクト期間内で

iDEWS が行政システムの一部として機能することを証明することが必要であるとともに、他

地域への適用に向けたリソース分析（人材、コスト、時間など）と運用指針も含めたパッケ

ージ化を完了することが必要である。中間レビュー時点ではプロジェクト全体としておよそ

半年程度の遅延が認められており、厳密な進捗管理、成果創出管理の下で、プロジェクト活

動を加速させる必要がある。 

 

（2）その他の正のインパクト 

1） 南部アフリカの降水量の 10 年規模変動とマラリア患者数の関連 

活動 1-2-3 で示したとおり、JAMSTEC は気候観測データの解析から、南部アフリカ地域

の降水量が季節変動や年々変動だけではなく、10 年規模でゆっくり変動していることを明

らかにした。また、SINTEX-F2 を用いた解析により、この 10 年規模の変動は南太平洋か

ら南インド洋に東進する海面気圧と海面水温の 10 年規模変動と強く相関していることが

明らかとなった。 

この発見を基に、プロジェクトは南部アフリカ地域での 10 年規模の気候変動とリンポ

ポ州のマラリア患者発生件数との正の相関関係について中間レビュー時点で過去のデー

タを用いて詳細な解析を実施中である。これが証明できれば、南部アフリカで気候変動に

基づく感染症流行予測モデル開発や具体的な行政的予防対策に大きな正のインパクトを

もたらすと考えられる。 

2） データベース化された病院入院データの他の研究への活用 

南アフリカでは特に地方部の病院の入院データが電子化され、更にデータベース化され

た例はない。データベース化には多くの時間や費用、労力を要したが、データベースは肺

炎や下痢症などの特定の疾患情報を集めたわけでなく、全データをデータベース化してい

るため、その情報は本プロジェクトにおける肺炎及び下痢症の流行予測モデル開発だけで

なく、感染性疾患、非感染性疾患に限らず多くの後ろ向き医学研究に活用できるため、非

常に付加価値の高い成果物ととらえることができる。 

実際に、プロジェクトに参加している博士課程の学生が心臓血管系疾患の研究に同デー

タベースを活用することを検討している。 

3） ザニンマラリア研究所（TMI）の機能強化 

TMI に JICA 専門家（疫学・医用昆虫学）1 名が駐在し、長期にわたる共同の日常業務や

研究活動を通じて、マラリア媒介蚊の研究を行うための施設設備の強化や研究技術移転が

なされ、同所の機能強化、スタッフの能力強化が図られている。 

具体的には、プロジェクトの実施によってグレーター・ギアニ地区をセンチネル・サイ

トとした成虫のマラリア媒介蚊サーベイランスシステムが確立した。同地区では蚊の採取

やトラップの保守点検は同地の住民をアルバイト雇用して実施しているが、プロジェクト

期間終了後も TMI によって維持されることが見込まれている。また、マラリア媒介蚊の幼

虫サーベイランスは通常業務として実施されていたが、具体的な実施方法の改善や実施マ
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ニュアル、記録様式、標準操作手順書（SOP）などの作成、改訂が実施された。さらに、

人のマラリアサーベイランスについても、TMI は初発症例（Index Cases）周辺の住民 7 世

帯に対する能動的サーベイランス（非症候性マラリア感染の調査）を行うことになってい

るが、同専門家の支援により、調査実施の SOP や記録様式の作成、改善を行った。現在は

グレーター・ギアニ地区での活動が確立されているが、今後は他の地区へも非症候性マラ

リアの調査を拡大することを計画している。 

 

（3）負のインパクト 

本プロジェクトの実施に起因する負のインパクトは、中間レビュー時点において確認され

ていない。 

 

４－５ 持続性 

プロジェクトによって生み出された便益の自立発展、自己展開は中間レビュー時点においても

一定程度見込まれる。 

 

（1）政策的、制度的側面 

「４－１ 妥当性」の項でも述べたとおり、南アフリカにおいて気候変動予測モデルや感

染症流行予測モデル開発の技術力を高めながら、関連した研究成果に基づいた（根拠に基づ

く）感染症対策を行うことの政策的重要性はプロジェクト期間終了までのみならず、終了以

降も継続することが強く見込まれるため、本プロジェクトの政策的持続性は中間レビュー時

点においても一定程度期待できる。 

また、上述のとおり、本プロジェクトでは根拠に基づく感染症対策としてマラリア、肺炎、

下痢症に対する iDEWS の確立をめざしている。また、プロジェクトは iDEWS を将来的には

他州や隣国への展開も視野に入れた活動を行っていることから、そのためには iDEWS がリ

ンポポ州で感染症サーベイランスシステムや災害対策のメカニズムの一部として機能するこ

とをプロジェクト期間終了までに証明する必要がある。 

したがって、プロジェクトは iDEWS を行政システムの一部として運用することを念頭に、

DOH や NDMC などの国家機関や法律顧問の助言を得ながら、慎重に制度化に向けた活動を

実施することが求められる。 

 

（2）財政的側面 

プロジェクトの研究活動は、日本も含めて一般的には組織独自の研究予算のみで実施する

ことは不可能で、競争的研究資金など外部組織からの支援を獲得するための継続的な努力を

行う必要がある。そのため、中間レビュー時点で研究継続のための財政的持続性を評価する

ことは困難である。 

他方、上述のとおり iDEWS が感染症サーベイランスシステムや災害対策メカニズムの一

部となれば、行政システムとして継続運営のための予算は担保されることが見込まれる。ま

た、プロジェクトは iDEWS が将来的には南アフリカの他州や隣国で適用されることを念頭

においていることから、プロジェクト活動の一部として運用コスト分析なども含めたパッケ

ージ化を行うこととしているため、継続運営のための予算計画に必要な情報はプロジェクト
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より提供される予定になっている。 

 

（3）技術的側面 

プロジェクトでは中間レビュー後ただちに気象予測モデルと感染症流行予測モデルの連

結を行うことで、「気候に基づいた感染症流行予測モデル」の開発を行う。ただし、気象予測、

感染症流行予測とも複数のモデルが中間レビューまでに南アフリカ・日本国側双方の研究機

関で開発されており、これらのモデルをどのように連結させるか（そのようなデータセット

が必要か、目的や条件によって使用するモデルを選択するのか、アンサンブル予測を行うの

か、など）については、今後、関係機関間で詳細な検討が実施される予定である。しかしな

がら、iDEWS に提供する予測情報を出すために複数の気候変動予測モデル及び複数の感染症

流行予測モデルを使用するとなった場合には、前向きデータを用いたモデルの微調整も含め

て、南アフリカ側にすべてのモデルを引き継ぐ必要がある。したがって、プロジェクトは南

アフリカ側研究機関がモデルの維持・向上を行うことが現実的であるか、あるいは、最低限

の予測スキルを維持しながらモデルを統合するなどの簡素化をめざすのかなど、方向性につ

いて中間レビュー以降ただちに関係者間で協議がなされることが求められる。 

他方、iDEWS に関する技術的持続性に関しては、州もしくは国の行政システムの一部とし

ての運用を念頭においていることから、一定の持続性は担保されるはずである。しかしなが

ら、そのためには、リンポポ州の行政組織等の機能や役割、医療環境も考慮に入れた実現可

能性の高い運用規定を作成することが求められる。 

 

４－６ 結論 

本プロジェクトは南アフリカ・日本の共同研究により科学的に重要な知見を生んでおり、その

成果によってマラリア、下痢、肺炎の感染症対策に貢献することが期待される。 

中間レビュー時点にて、妥当性と有効性は高く評価できる。妥当性は、南アフリカ・日本国側

双方の科学技術政策及び感染症サーベイランスシステムの強化や世界保健規則（IHR）に沿った

公衆衛生上の緊急事態への備えと対策能力強化といった南アフリカ保健省政策に合致している。

有効性については、感染症予測モデルはマラリアで順調に開発されており、下痢症や肺炎におい

ても関係者の協力の下、データが整理され気候との関係が解析されつつある。 

効率性については中間レビュー時点では、外部要因により当初の予定より遅れがみられる活動

が確認されたが、関係者の努力により研究の遅れは取り戻されつつあり、中程度であると考えら

れる。また、持続性については、プロジェクトによって生み出された便益の自立発展や広域展開

は中間レビュー時点においても一定程度見込まれる。また、プロジェクトは学術的な成果に加え、

特に南アフリカ・日本国側双方の若手研究者や学生の人材育成に大きな成果を生んでいる。 

なお、南アフリカと日本の研究機関の共同研究において、特に新規開発した短期気候変動予測

システム（SINTEX-F2）を用いた研究から、以下のような重要な科学的知見を得ている。①南部

アフリカ地域の降水量は季節変動や年々変動だけではなく、10 年規模でゆっくり変動しており、

②この変動が南太平洋から南インド洋に東進する海面気圧と海面水温の 10 年規模変動と強く相

関していることが明らかとなった。③これに関連し、リンポポ州でのマラリア患者数はモザンビ

ーク南部及びジンバブエ南部の降水量と 3 カ月のラグで正の相関がみとめられた。④また気候と

下痢症の関連性に関する初期的な解析から、iDEWS が下痢症に対して適用できる可能性を示した。 
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第５章 提言と教訓 
 

５－１ 提言 

中間レビューの結果に基づき、合同レビュー・チームは以下のとおり提言する。 

 

（1）iDEWS の開発について 

・中間レビュー以降は研究成果の社会実装（気候予測に基づいた iDEWS を 感染症対策実用

モデルとしてリンポポ州内で確立）のための活動が中心となる。iDEWS はリンポポ州もし

くは南アフリカの感染症サーベイランスシステムや災害対策メカニズムなど既存の行政

システムの一部として運用されることが想定されることから、DOH や NDMC、法律顧問

などの外部アドバイザーの協力を得て、LDOH、LDOH-Malaria、TMI 及び南アフリカと日

本の研究機関は iDEWS 準備委員会として適切な協力関係を構築していくこと。 

・南アフリカの他州や隣国への適用に向けて iDEWS のパッケージ化を行う際には、リンポ

ポ州での試験運用に基づく iDEWS 運用のためのコスト（人、物、金、時間）についても

分析を行うこと。 

・警報発令基準の設定、予測情報に基づいた行政対応、システム運用の責任機関などは疾患

ごとに異なる。また、疾患の原因となる病原体によって予防対策方法や治療などの対応が

異なることも想定される。したがって、プロジェクトは iDEWS 運用指針作成に感染症サ

ーベイランス・レスポンスに十分な知識・経験を有した専門家の追加投入も検討すること。 

 

（2）肺炎と下痢症に関する iDEWS の開発について 

・肺炎及び下痢症に関しては、病院入院患者データベース構築の遅れにより、プロジェクト

工程に 6 カ月～1 年程度の遅れが認められることから、プロジェクト期間終了までにモデ

ルの確立を 3 つの対象疾患すべてで達成するためには、厳格な進捗管理を行うこと。 

・両疾患の発生率は気候との相関関係が認められている。また、南アフリカではマラリアに

比して圧倒的に患者数や死亡者数が多いため、iDEWS を構築することについて一定の意義

は認められる。しかしながら、疾患の種類や原因によって予防対策や治療法は異なるため、

関係者間で両疾患をどのように定義するかについて共通理解を醸成すること。また、流行

情報に基づいた具体的対応について、当該分野の専門家の協力も得ながら、エビデンスに

基づき、リンポポ州の環境も考慮して慎重に iDEWS 準備委員会で協議を行うこと。 

 

（3）持続性の確保 

・「気象に基づいた感染症流行予測モデル」を構成する「気象予測モデル」「感染症流行予測

モデル」はともに複数のモデルが開発されているが、それらモデルはプロジェクト期間終

了までに南アフリカ側研究機関に引き渡され、プロジェクト期間終了後は南アフリカ側で

モデルの微修正を含めて維持・管理が継続されることが必要となる。プロジェクト終了後

も iDEWS が南アフリカで継続的に活用されるためには、その際にモデルの引き継ぎを念

頭に統合や簡素化も含め、プロジェクト期間終了後のシステム維持に向けた具体的な検討

を開始すること。 

・共同で研究を実施していくことにより南アフリカ側研究者の人材育成を継続すること。ま
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た、中間レビュー以降は iDEWS 開発のためのプロジェクト活動を通じて、プロジェクト

はリンポポ州における感染症サーベイランスシステムの強化のための人材育成も可能な

限り実施すること。感染症サーベイランス情報の精度向上は、感染症流行予測モデルの予

測精度向上にも貢献する。 

 

（4）他州や隣国への適用に向けた気候に基づく感染症流行予測モデルの適用可能性の検証 

・本プロジェクトは南アフリカ内だけでなく、南部アフリカ諸国に対する iDEWS の適用も

視野に入れている。既にリンポポ州と国境を接するモザンビークの関係当局と協議が開始

されているが、プロジェクトは利用可能なデータ等を活用し、他国または国内の他州への

適用可能性について検証すること。 

 

５－２ 教訓（和文のみ） 

本プロジェクトは SATREPS の枠組みで実施されており、プロジェクトで生み出された研究成

果を社会実装することを強く意識している。実際に、プロジェクトの前半は iDEWS の基礎とな

る研究成果の創出に重点がおかれ、後半ではそれらを基に対象州での iDEWS 適用を行うことが

予定されている。 

具体的には、本プロジェクトは協力期間内に研究成果（iDEWS）の社会実装に向けた運用性や

適用性の検証を実施することを計画しており、それに伴ってプロジェクトの実施も研究機関に加

えて iDEWS のユーザーである行政機関（DOH や州保健局、NDMC など）が主体的にプロジェク

トを実施する必要がある。しかしながら、本プロジェクトのデザインの段階（詳細計画策定調査

時）に DOH や州保健局との緊密な協力関係の構築の必要性が事前評価表で指摘されていたが、

中間レビュー調査時点ではそれらの機関を中心に構成される iDEWS 準備委員会の組織化に想定

以上の時間と労力を要し、プロジェクトの遅延の一因となっている。 

これまでの期間でプロジェクトから得られる教訓としては、プロジェクトの協力期間のなかで

研究成果の社会実装に向けた具体的な準備活動をプロジェクト活動に含むことは SATREPS の原

則に沿うものであるが、研究者ではない研究成果のユーザー（行政組織等）による社会実装に向

けた研究成果の検証等をプロジェクト活動の一部とする場合は、プロジェクトは実際の検証作業

が開始される前にしっかりとした協力関係、実施体制を構築できるよう、進捗管理を厳密に行う

ことが必要である。 
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第６章 PDM の修正 
 

2016 年 10 月 4 日に開催された第 3 回 JCC でプロジェクト・チームより PDM version 1（2014

年 8 月 6 日）の修正が提案され、version 2（別添 6）として承認された。 

変更内容と変更後の指標の説明を以下に示す。 

 

成
果
1
の
指
標 

変更前 変更後 

（1）終了時評価時点までに、XX のよ

うな予測性能を有するマラリア

iDEWS が開発されている。 

（1）終了時評価時点までに、マラリアのアウトブレ

イクの予測確率を 3 カ月前に提供する早期警戒

警報システムが開発されている。予測性能は過

去の予測値と実測値との一致率が最低 60％を目

標とする。 

（2）終了時評価時点までに、YY のよ

う な 予 測 性 能 を 有 す る 肺 炎

iDEWS が開発されている。 

（2）終了時評価時点までに、肺炎の季節変化を 3 カ

月前に予測する早期警戒警報システムの開発可

能性を示す。予測性能は過去の予測値と実測値

との一致率が最低 60％とする。 

（3）終了時評価時点までに、ZZ のよ

うな予測性能を有する下痢症

iDEWS が開発されている。 

（3）終了時評価時点までに、下痢症の季節変化を 3

カ月前に予測する早期警戒警報システムの開発

可能性を示す。予測性能は過去の予測値と実測

値との一致率が最低 60％とする。 

 

マラリアに対する iDEWS 開発に関して、プロジェクトは終了時評価時点までにマラリアのア

ウトブレイクの予測確率を 3 カ月前に提供する早期警戒警報システムが開発されていることを目

標とし、マラリアの予測モデルはアウトブレイクの予測確率を基に評価する。過去の一定期間の

患者数の 50、75、90 パーセンタイル値などあらかじめ定義した閾値以上の患者発生をアウトブレ

イクと定義する。予測性能は過去の予測値と実測値との一致率で評価する。一致率は過去の一定

期間の総予測件数に占める正しくアウトブレイクの有無を予測した件数とする。一致率は最低 

60％を目標とする。 

また、肺炎及び下痢症に対する iDEWS 開発に関しては、終了時評価時点までに、肺炎及び下

痢症の季節変化を 3 カ月前に予測する早期警戒警報システムの開発可能性を示すことを目標とし、

予測モデルは季節変化の予測確率を基に評価する。季節変化の指標は患者数増加の始まる時期ま

たはピークの時期とする。予測性能は過去の予測値と実測値との一致率で評価する。一致率は過

去の一定期間の総予測件数に占める正しく季節変化を予測した件数とする。一致率は最低 60％を

目標とする。 
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